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北村　公益財団法人地方自治総合研究所（以
下、自治総研）が設立されたのは、1974 年
でした。2024 年度で 50 周年を迎えます。
　2015 年には、40 周年を記念して、『地方自
治総合研究所 40 年のあゆみ』が出版されま
した。その中に、40 年、30 年、の 10 年を振
り返っての座談会が収録されています。
　本日は、中心的には 40 周年以降の 10 年間
を振り返りつつも、自治総研のこれからのあ
り方について議論します。もっとも 10 年間
では少々窮屈ですから、第１次分権改革以降
という程度に緩めましょう。
　この間、研究をサポートしてくださった事
務方のトップである専任事務局長は、桐井義
夫、佐野幸次、密田義人、本田大祐、そして
現在の永田一郎の各氏でした。重要な職責を
担っていただいたことに対して、深く感謝い
たします。本日の進行は現在の所長である北
村が務めます。

　1999 年の地方分権一括法の成立から四半
世紀が経過しました。日本国憲法施行からこ
の改革までが 53 年でしたから、機関委任事
務時代と称していた期間のもう半分になろう
としています。時間の経過の早さ、そして改
革の歩みの遅さに愕然とします。
　この座談会では、この期間における地方自
治の動向、自治総研が実施してきた研究につ
いてもご意見を伺います。それでは最初に、
自己紹介を含めて、それぞれにとっての自治
総研との関わりをお話しください。

◉――豊富な資料で基礎を学ぶ

金井　今のお話を聞くと、1999 年を境にそ
れぞれちょうど 25 年ということですね。福
沢諭吉に「一身にして二生を経る」という言
葉がありますが、99 年改革ないし 2000 年改
革が非常に大きな改革であるとするならば、
自治総研も２つの時期を経たということにな
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るわけです。その振り返りかなという風に思
います。
　ただ、辻山幸宣元所長がどうおっしゃるの
か。辻山理論について後で触れることはある
かもしれませんが、1999 年・2000 年が本当
に分水嶺だったのかというのは、多分、辻山
説の大きな理解に関わることかと思います
が、とりあえず、99 年を大きな境にして感
じたことをお話ししてみたいと思います。
　私がはじめて自治総研に関わったのは
1992 年夏です。私が東京大学の助手で財政
調整の研究をしようと思っていた時です。行
政学ではあまり財政調整の研究は行われてお
らず、当時の指導教官だった西尾勝先生が指
示したのが、１つは地方財務協会の柴田護さ
んに話を聞いてこい、要するに旧自治省、い
わば体制側の話を聞いてこいということでし
た。
　それから２つ目は、地方行財政調査会とい
うマスコミ系の資料を集めているところが、
当時、市政会館にありまして、そこで資料を
探ってくるということでした。

　そして３つ目が自治総研です。当時、自治
総研は言わばツートップ体制と言いますか、
中堅の主力メンバーが澤井勝先生と辻山先生
だったということで、私は結局、澤井先生の
ところで地方財政調整の勉強を始めました。
　当時、自治総研の書庫にはなぜか元内閣官
房副長官の石原信雄さんのヒアリング記録が
ありました。これは多分今も非公開だと思い
ますが、なぜ自治総研に石原信雄さんの記録
があるのか、その表と裏の繋がりがよくわか
りませんでした。それから『改正 地方財政
詳解』という、これも現在はともかく、当時
非常に入手困難だったかなり分厚い本が、こ
れもなぜか石原信雄さんの寄贈によって、自
治総研の書庫にありました。多分今もあると
思います。
　そういうものがあって、なんか不思議なと
ころだなと思いながら来た記憶があります。
石原信雄さんのヒアリング記録というのは非
常にわかりやすい、勉強になるものでしたの
で、そういう意味で、自治総研は若手の研究
者の卵にとって、勉強する知恵の集まったと
ころだったのかなと思います。しかも澤井先
生が宮島洋先生と旧知ということで、東京大
学経済学部の宮島・神野ゼミなどにも参加し
て勉強したということもありました。分権改
革が始まる前の、いわば戦後体制の知恵の溜
まった場所だったなという風に思います。
　その後、ここで基礎勉強した後、今はなき
人事院ビル（旧内務省ビル）に行って、当時
の財政局の若手、岡本全勝さんなどからヒア
リングして勉強したという、いわば基礎的な
訓練をさせていただいたというようなところ
がありました。
　そういう意味では、やはり自治総研は若手
の研究者養成に結構無償の提供をして、それ

地方自治総合研究所所長
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は自治省財政局もそうだと思いますが、知恵
のある先輩諸賢が、その知恵を提供して、惜
しげもなく育ててくれる大変重要な場所だっ
たなという記憶があります。
　その後、助手論文を書き上げて、今はなき
東京都立大学に就職した後は、自治総研とも
その後の分権改革にも縁がなく、部外者とし
て眺めていました。当時、私はオランダ研究
ばかりやっていましたので、端的に言うと、
師匠である西尾先生は一生懸命やっているけ
れど、何をやっているのかよくわからないが、
非常に意義深そうだし、大変だなという風に
思っていたということがあります。むしろ、
都立大学解体の動きの方が迷惑でした。
　それで私は 2002 年に都立大学から東京大
学に移ったのですが、2002 年以降、都内に
移ってからなぜか自治総研に呼ばれることが
多くなりました。ですから分権改革前の自治
総研とは、実は研究者としてはあまり繋がり
がなかったので、分権改革に自治総研がどう
関わっていたのかについては、あまり記憶が
ありません。
　むしろ、分権改革が終わった後の、下り坂
の時代に、自治総研とずっと付き合ってきた
感じです。私の人生においては、どちらかと
いうと、上り坂でもま坂（さか）でもなく、
下り坂に関わることが多い傾向があります。
分権を進める上り坂の時代にはほとんど関わ
りがなく、下り坂で関わったという意味では、
自治総研も人を見る目があるなと思います。
金井は上り坂に呼ぶ人間ではない、下り坂に
呼ぶ人間なんだなということを感じながらい
たということになります（笑）。
　まとめますと、自治研究業界におけるソー
シャルキャピタルとして、若手に無償の提供
を、自治労の金で、社会的投資をしていたん

じゃないかと思います。投資の結果が私であ
れば、全然リターンはないのではないかとい
う気もしますが、投資は利回りを保証するも
のではありません。私の助手同期の豊永郁子
さん（九州大学→早稲田大学）も、自治総研
に一時、籍をおいてもらっていたこともあり
ました。非常に寛大な時代だったなという風
に思います。
　次世代への投資は、本当はずっと続けなけ
ればいけないと思います。そういう意味では、
私は非常に自治総研に感謝しています。自治
労の方々も、無償でいろいろと教えてくれた
わけです。それが私の自治総研への思いです。

◉――若手育成の場として大きな意味

嶋田　私はまさに分権改革が本格化していた
時、私の記憶ですと 1999 年６月に、非常任
研究員という立場で自治総研に関わらせてい
ただくことになりました。元々、私は中央大
学の今村都南雄先生の門下で、辻山先生のゼ
ミにもずっと参加させていただいていまし
た。私よりちょっと年齢が上の女性の非常任
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研究員の方が出産かなにかで辞められるとい
うことで、私は当時博士課程に入ったばかり
だったのですが、自治総研にお世話になるこ
とになりました。
　非常任という立場ではありましたが、ずい
ぶんといろいろな研究会に関わらせていただ
き、大変勉強になりました。先ほどの金井先
生のお話にもありましたが、若手を育成する
場として、私にとっても非常に大きな意味が
ありました。それまで行政学の勉強をしてき
ましたが、それが全然役立たない。いかに役
立たないかということが自治総研に入って本
当によくわかりました。具体的に言うと、制
度の理解の仕方と言いますか、そうした見方
も、ずいぶん密度が違っていて、愕然とした
のを記憶しております。 
　2004 年３月まで非常任研究員だったわけ
ですが、私は大学に就職したいという気持ち
があまりありませんでしたし、自治総研の常
任研究員にしていただけるという話をいただ
いていたので、今日お見えになっている三野
さん、そして飛田さんと３人で、澤井・辻山

時代を超える自治総研の黄金期を作りたいな
どと本気で考えていました。
　ところが九州大学が公募を出しているとい
うことで、私は自治総研にロマンを感じてお
りましたので最初は断ったのですけれども、
師匠である今村先生に随分叱られまして、応
募をしたところ、たまたま任用が決まり自治
総研を離れることとなりました。
　ここで、ちょっと話を戻しますと、私が自
治総研に関わることになった 1999 年は、本
当に地方分権が盛り上がっている時でした。
それで、これはこの後の話とも関係するんで
すが、私が入った頃から辞める頃ぐらいまで
は、自治総研の存在意義を問うなどという必
要性がそもそもないような状況だったように
思います。地方分権の議論が盛り上がってい
る中で、自治総研も、いろんなセミナーをやっ
たり、もちろん『自治総研』という雑誌を通
じてもそうですし、いろんな形で盛り上がっ
ていた感がありましたので、存在意義を疑う
必要性がなかったように感じています。
　逆に今は、自治総研って何なのだろうとい
うのが、ちょっと見えにくくなっているとい
うふうに思っております。個々の研究員の研
究テーマはあるけれども、自治総研全体とし
て何をやっているのかが非常に見えにくいと
いう気がしています。
　そういう中で、これは後で申し上げますが、
北村先生にお世話になりましたが、横須賀市
の調査を行った法環研のように、研究所とし
てまとまったテーマを研究していく必要性が
あるのではないかという気がしています。
　また私は、2004 年３月に総研を辞めて、
４月から九大に行きましたが、九大に行って
からも、福岡県地方自治研究所の副所長をお
引き受けするなど、福岡県でのいろいろな活

地方自治総合研究所評議員
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動に関わっています。当時、分権改革の成果
を発信するために、さまざまな地域の方々に
も知っていただきたいということで、各地を
回って地方分権の説明をして回った記憶があ
るのですが、その時に私は吊るし上げられま
した。要するに分権で地方自治制度が変わっ
たのはわかる。しかしそれが一体我々にとっ
て切迫した何かをもたらすのか、それによっ
て地域がどう救われるのかといった意見をい
ただきました。お前の言ってることはわけが
わからんというようなことを実際、講演の最
中に手を挙げられて、やられてしまったわけ
です。その時は大変頭に来たんですけれども、
後から冷静に考えて、私自身ちょっと反省を
しました。というのは、先ほど申し上げた通
り、自治総研という場で制度には非常に詳し
くなったつもりになってそれを調子に乗って
話していたわけです。東京近辺の意識の高い
自治体職員たちと話している分には、それで
全く問題なかった。しかし、やっぱり地方に
行けば行くほど、制度から話を持っていって
も、なかなか伝わらないということがよくわ
かりました。
　それは、私にとって、自治総研の強みと弱
みを非常によく示しているエピソードではな
いかと思っております。それで辻山先生にそ
の話をさせていただいた時に「そうなんだよ。
自治総研には現場がないんだ」とおっしゃっ
ていました。だからこそ自治総研というのは、
その制度の部分で価値を発揮し続ける必要性
があるんだというようなニュアンスでおっ
しゃっていたと思いましたけれども、はたし
てそれでよいのか。現場をもっと大事にして
いく必要があるのではないか。この話は、今
日の後半の自治総研に求められていることと
関連しますので、また後でお話できればと思

います。

◉――地方自治の学び直しから、	
　　　思いがけず研究員に

三野　私は、今、嶋田先生がおっしゃったよ
うに、2000 年を境に、自治総研との関わり
が短期間で深まったという時期がありまし
た。少し振り返りますと、香川にも自治研セ
ンターがあり、毎年いわゆる自治研集会を
やっていますが、1990 年代は、豊島の産業
廃棄物問題が非常にクローズアップされて、
北村先生にもお世話になりました。その香川
県地方自治研究センターで豊島の産廃の勉強
会を実施するということで、自治研集会を開
催したのが 1994 年でした。その当時、辻山
先生は中央大学に赴任されて間もない頃で、
その集会に辻山先生に香川まで来ていただき
ました。
　私は当然自治総研も、辻山先生も存じ上げ
ていなかったのですが、その時に辻山先生
が「分権というのは、自分の子どもが親から
巣立っていって、いつか孫を連れて帰ってく

香川地方自治研究センター理事長三野	靖
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るようなものだ」とおっしゃったのが非常に
記憶に残っています。それが１番最初の取っ
掛かりです。当時私は香川県庁で働いていた
のですが、香川県職員労働組合ともある程度
の関係がある中で、お世話になったところも
あって、組合の専従をやらないかという声が
かかりました。私は労働組合自体にはさほど
関心がなかったのですが、地方分権改革担当
ということであったらやってもいいですよ
と、1997 年から 98 年までの１年間だけ分権
担当という専従をやらせていただきました。
その時期以前からも牛山久仁彦先生が研究員
でいらっしゃった頃の自治総研との接点が生
まれていました。 
　その後、私自身もそうした自治総研との関
わりや、組合の分権担当の専従をする中で、
一応形ばかりは法学部を出ておりましたが、
正直言って地方自治についてきちんと勉強を
した記憶があまりなかったこともあり、1999
年４月に、地元の香川大学大学院で２年間勉
強をいたしました。
　そうして修士論文を書いていて、地方自治
を研究するのは現場で仕事をするより意外に
面白いと思うようになっていた頃に、牛山先
生から自治総研が研究員を募集しているから
応募しないかと急に声がかかりました。2002
年の年末だったと思います。まだ自治総研が
どんなところかもあまり知らなかったのです
が、とりあえず修士論文を元に応募をしまし
たら、最終面接も合格して、当時３人の研究
員が採用されまして、そのうちの１人が私で、
自治体職員出身の研究員としては初めてだっ
たのだと思います。
　面接の時に、武藤博己先生だったと思いま
すが「三野さんは高松にお住まいですよね。
どうやって東京に来られますか」と尋ねられ

て、私はもう迷わず「単身赴任します」と答
えました。佐藤英善先生も同席しておられて

「ほう」と関心されたような声もいただきま
した。
　私はその当時まだ 40 歳前でしたから、比
較的若いこともありましたし、かつて東京で
学生生活をしていたこともあって、さほど違
和感はなかったのですが、よく考えてみると、
高松に妻と３人の子どもを置いて単身赴任と
いうのは、本当に好き勝手をやらせてもらっ
たと今にして思っているところです。
　その後、５年間、自治総研でお世話になり
ました。私は、大学の教員になろうとは思っ
てもいないし、自分がなれるとも思っていま
せんでした。たまたま大学院でご指導いただ
いた村上博先生から、香川大学法学部で公募
があるので応募してみないかと声がかかっ
て、応募したところ採用され、2008 年に法
学部に赴任をして 16 年間勤めました。その
間６年間、法学部長をさせていただいて、60
歳を機に人心の一新も含めて寄与しようと香
川大学を退職して、今、香川県地方自治研究
センター理事長ということで引き続き研究に
携わっています。

◉――自治・分権の空気に触れる

沼尾　私が初めて自治総研を訪ねたのは、
1995 年頃だったと思います。当時の自治総
研は自治労第二会館にありました。地方分権
改革が大きな盛り上がりを見せていた時期
で、活気がありました。財政学の分野では、
澤井勝先生が大学に移られた後も非常勤研究
員として来られていたほか、国際協力分野が
御専門でしたが財政学会に足を運んでおられ
た内田和夫先生が研究員としておられた時期
です。こんなふうに自治の現場とつながりな
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がら、地方行財政制度について情報収集や発
信をする研究所があるんだと思った記憶があ
ります。
　私は 1991 年に慶應義塾の大学院修士課程
に入学するのですが、この当時、首都圏では、
財政学といえば国家財政が王道という空気が
あり、立教大学など一部の大学を除くと、関
東では地方財政の研究者はそれほど多くあり
ませんでした。地方財政研究は関西の十八番
という空気もあり、関西の大学には地方財政
の研究者が多くいらっしゃいました。
　地方分権の推進に関する決議が衆参両院で
行われた 1993 年に、日本地方財政学会が創
設され、その後、地方財政や政府間財政関
係の研究が次第に広がりを見せていきます。
1995 年７月に地方分権推進委員会が立ち上
がり、次第に、分権型税財政制度の議論が
学会でも取り上げられるようになりました。
ちょうどそのころに、神奈川大学の青木宗明
先生に自治総研を紹介していただきました。
青木先生は、地方分権推進委員会で分権型税
財政システムの構築にご尽力されていた神野
直彦先生のお手伝いをしておられました。自
治総研に足を運んで、情報収集や意見交換を
されていたようです。
　先ほど金井先生から自治総研の資料につい
てお話がありましたが、私も驚いたことがあ
ります。地方交付税制度の研究をしていると、

「地方交付税制度解説」という算定根拠を示
した資料は入手できるのですが、当時、各自
治体の交付税算定額がいくらになったのかと
いう実際の数値を掲載した「地方交付税関係
計数資料」を入手することは困難でした。と
ころが自治総研にはこの資料が保管されてお
り、とても驚いたことが記憶に残っています。
　私自身が自治総研で実際に研究会に参加さ

せていただくようになったのは、ずっと後に
なります。自治総研には、1974 年の創設当
初から続く地方財政研究会という老舗の研究
会があり、今も続いているのですが、このほ
かにもう一つ、税財政研究会がありました。
この税財政研究会が 2002 年度で終わり、そ
の後継として、次の世代につないでいくとい
う位置づけで、新たに NEO 財政研究会と銘
打った研究会が 2005 年度に立ち上がり、そ
ちらに 2012 年まで参加させていただきまし
た。その後、研究会はふたたび税財政研究会
という名称に戻り、さらなる若手に参加して
もらう形で再編されていきました。2017 年に
お話をいただき評議員となり、2022 年より研
究理事として運営に関わらせていただいてお
ります。自治総研は理事や評議員を含めてい
まだに男性が圧倒的多数という環境の中で、
いわゆる女性枠での任用と理解しています。

◉――地方自治の基本法ワーキンググループを	
　　　きっかけとした関わり

北村　私の専攻は行政法学です。最初の赴任

地方自治総合研究所研究理事
東洋大学国際学部教授沼尾波子
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校の横浜国立大学に着任したのは 1989 年で
した。所属は経済学部で、担当する授業科目
は環境・都市法の講座でした。特段地方自治
に関心があったというわけではなかったので
すが、同僚に成田頼明先生がいらしたという
こともあり、1995 年ぐらいから地方自治の
関連でさまざまなことが起こっているのをい
ろんな機会で承りました。もっとも、なるほ
どと思ってはいながらも、やや遠くに感じて
はおりました。
　ただ個人的には、以前から実証研究の対象
として自治体にヒアリングを続けていたこと
もあり、自治の現場については、法学者の中
では比較的関心を持っていたと感じます。
　私は、神戸大学大学院の出身です。関西に
いたころは、関西行政学研究会に入れていた
だいていました。村松岐夫先生が当時の代表
で、ビッグボスとして加藤一明先生がおいで
でした。関東に来ていろいろ探してみたので
すが、同種の研究会を見つけることができず
にいました。そうしたところ、行政管理研究
センターに若手の研究者を集めた研究会があ
ると知り、そこに出張っていた覚えがありま
す。あるいは、同僚であった天川晃先生のご
紹介だったかもしれません。行管センターは、
当時は池袋サンシャイン 60 の上の方の階に
あって、そこで今村都南雄先生に初めてお目
にかかりました。そのご縁で、リゾート法の
調査研究をご一緒させていただきました。
　自治総研とのお付き合いは、1998 年に今
村先生からお声がかかって、研究会を立ち上
げるので来ないかというところから始まった
と記憶しています。地方自治基本構想に関す

る研究プロジェクトで、篠原一先生が代表で
した。基本法を作ろうじゃないかということ
で、具体的な文案等々を議論するワーキング
グループに加えていただきました。篠原先生
や松下圭一先生などの前で何かを語れと言わ
れて、大変緊張したのを覚えています。
　その後は、今村先生ご自身が主催しておら
れた自治・分権システム研究会がありまして、
ここに参加させていただいたのが自治総研と
の最初の本格的な関係です。
　その後、先ほど嶋田先生がおっしゃった横
須賀市をめぐる法環研が、2001 年にスター
トします。自治総研の組織をあげた研究とい
うことで、横須賀市側の非常に好意的な協力
もありました。研究メンバーが別の部分は別
の担当者任せということではなく、全ての研
究プロジェクトチームに対して主査がコミッ
トをするという形にして、３つの分野をリ
サーチしてまとめたものです。この研究結果
は西尾勝先生の逆鱗に触れることになったよ
うです。分権改革のキーパーソンを怒らせる
ぐらいの知見を提供する研究をやったとい
う、もちろん怒らせようと思ってやったわけ
ではありませんけれども、結果的に意義の
あったことなのかなと思います。
　その後いくつかの研究会の主査等をやらせ
ていただいたあと、2020 年から研究理事と
いう形で自治総研のスタッフになり、現在は
武藤先生のあとを引き継いで 2022 年から所
長を務めております。行政法研究者としては、
初めての所長です。最初で最後ではないかと
いう気もしないわけではありません。そうい
う経緯で、今日は司会進行をいたします。
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北村　皆様方は、分権改革の下で、自治総研
という組織の場で、あるいは研究員として、
それぞれに自治に関する研究を進めてこられ
ました。ご記憶に鮮明なものを、思い出話も
含めてお話しください。

◉――分権改革以降に携わった二つの研究会

金井　先ほどの法環研が西尾先生の逆鱗に触
れたという件です。簡単に言うと、分権改革
をしても現場は大して変わっていないという
結論だったのですが、変わっていないのは、
分権改革した方が悪いのではなくて、自治体
の方が悪いなどというのが西尾説だったとい
うことになります。
　分権改革をしても実態として自治体はそん
なにすぐに変わってはいきません。そういう
意味では、ちょっと時期尚早の研究だったの
かもしれません。しかし、実は西尾先生が中
心になってやられた東京市政調査会（現在の
後藤・安田記念東京都市研究所）での構造改
革特区研究（西尾勝［監修］・東京市政調査
会研究室［編著］『検証　構造改革特区』ぎょ
うせい、2007 年）も同じような結論です。
特区という名の下にもかかわらず、自主法令
解釈権を行使せず、国にお伺いを立てるとい
う行動パターンは変わらなかった。法環研と
同じ結論なんです。
　これはつまり、1999 年分権改革に関する
辻山説をどう理解するのかに関わっているの
ですが、おそらく辻山先生は、1999 年改革
を大した改革だと思っていなかったのではな
いかと個人的に思っています。ただ立場上そ
う言えなかったのが辻山先生の一番辛いとこ
ろ、まさに自治総研のポジションの辛さなの

ではないかと思っておりました。
　辻山先生はもうすでに 90 年代に、「統制の
とれた分権」という形で、政省令によって縛
れるんだということをすでに実証されていま
した（辻山幸宣「80 年代の政府間関係―『統
制のとれた分権』体制の構築」『年報行政研究』
28 号、1993 年）。それゆえ、いわゆる機関委
任事務の廃止は、それ自体だけでは効果がな
いと、多分辻山先生自身はわかっていたのだ
と思います。わかっていましたが、それを言っ
て分権改革の熱に冷水を浴びせるのもどうか
なと思われたのではないでしょうか。それか
ら、機関委任事務に関する鳥飼顯論文をどう
取り上げるかという問題もあって、あれも自
治総研ではポリティカルな意味では取り上げ
られなかったのでしょう。結局、東京市政調
査会の『都市問題』（1997 年７月号）に掲載
されます。だから、分権改革はおそらく辻山
先生にとって非常に辛い日々だったのではな
いかと思います。
　それが多分、自治総研において分権改革に
関わる悩みだったのではないでしょうか。先
ほど嶋田さんは、自治総研はその存在意義が
問われなかったとおっしゃっていますが、実
はこの時が自治総研は存在意義が一番問われ
ていたのではないか。要するに、政府は分権
改革はやるけれども、分権推進が足りないと
いう方向でも、分権推進が行き過ぎだという
方向でも、オルタナティブを提案するという
意味でも、分権改革で内在的な批判がほとん
どできなかった。それに対して法環研が本来
の自治総研の立場を取り戻し、市政調査会も
同じように取り戻したということだったので
はないかなと思っています。 

自治総研での研究活動2
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　そんな意味で、自治省以外に制度改革案を
作るところが、結局は存在しないというのは
西尾先生の批判であり、嘆きでもあったので
すが、実際、自治総研も苦労したでしょう。
それが先ほどお話のあった地方自治基本法プ
ロジェクトは、いわば、地方自治法を薄くす
る、減らす、という改革案です。その後、自
治基本条例プロジェクトに繋がっていくもの
だったとは思うのですが、大した変革になら
なかった分権改革のもとで、つまり、地方自
治法の規律密度が下がらない中での自治基本
条例は、ほとんど、住民動員条例にしかなら
ない。改革の峠の頃の自治総研は非常にしん
どい時期だったのではないかと思います。分
権改革は、一見すると良さそうに見えるので、
批判らしい批判もできないまま、疑問の残る
ままの分権改革を支持せざるを得なかった。
こういう苦渋の時期だったのではないかなと
思います。
　そのようなことを外から見ていたので、選
挙制度改革や内閣機能強化（中央省庁等改革）
など、当時の世紀転換期の諸改革というのも
大したことないなと思いながら、というか、
むしろ有害だなと思いながら、その中にある
分権改革な何なんだろうと、見ていたのが私
でした。
　それから財政問題は私の主たる研究領域
だったので、財政の話は一体どうなっている
のかという件はずっと残っていて、その後、
三位一体改革で黒歴史として明確になってい
くわけです。あの時代は黒歴史であることが
はっきりしたのは、ようやく三位一体改革に
なってからなので、そういう意味では、1999
年改革への立ち位置は、難しい話だったのだ
なと思っています。
　このように斜に構えた人間なので、分権改

革中はお声がかかることもなく自治総研とは
関わりがなかったのです。その後、2003 年、
辻山主査の「公共サービス研究会」と、北村
主査の「合意形成研究会」、2 つの研究会に
入ってはいけないのに、とりあえず入れとい
う話になりました。合意研と公共サービス研
は、自治総研が、いわば制度改革から離れよ
うということだったのではないかなと思いま
す。分権改革や市町村合併など制度改革は、
外野がいくら言ったって、所詮、内閣府や総
務省が勝手に決める、あるいは内閣の第三者
機関や地制調で決めるという話になります。
地制調に自治総研にシンパシーを持った人を
委員で１人か２人入れたとしても、所詮多勢
に無勢ということで、大して効果もないとい
うことになれば、そのような制度研究をして
もしょうがないということになる。そういう
時代だったのかなという風に思います。
　個人的には公共サービス研と合意形成研の
いずれも非常に勉強になって、様々な知見を
得たのですが、いずれもちゃんとした研究結
果がまとまっていません。先ほど下り坂の男
と言いましたが、もう 1 つ私が関わると、議
論がかき回されるだけで結論が出ない傾向が
あります。これもなんか悪い事例になってい
る気がします（笑）。
　合意研の方は、その後科研費を取って、こ
れは北村先生や嶋田先生や内海麻利先生にも
ご協力をいただいて、自治総研に恩返しをし
ようということで、こちらは本も出した（金
井利之（編）『縮減社会の合意形成』第一法規、
2018 年）。そういう意味では自治総研が種を
まいて、その後一応科研で刈り取ったという
ことはできたかなとは思っています。 さら
に、『自治総研』（2019 年５月号６月号）に
は、座談会的な研究会の記録も載せて頂きま
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した。この研究では、分権時代とか分権型社
会ではなく縮減社会と謳っていますが、自治
体の現場でどうやって合意形成をしていくの
かということは、分権時代であろうと集権時
代であろうと、結局いつも必要な話なんだと
思います。
　それから、公共サービス研の方は、これま
た当時「新しい公共」ですとか、民間との協
働とか、住民自治組織とか、いろんなぐちゃ
ぐちゃした話がありましたけれども、これも
いろんな方からお話をうかがって勉強になり
ました。また、今思うと非常にジェンダーバ
イアスにセンシティブな研究会で、堀越栄子
先生をはじめ、女性が非常に多い研究会でし
た。サービスという観点から見ていくという
ことで、これもいろいろな研究をして、いろ
いろな方を呼んできて、いろいろ面白い話を
聞いた挙句に、何も結論が出ませんでした。
これも一応、今年、放送大学の教科書（『行政
学講説』放送大学教育振興会、2024 年）で
個人的には回収はしたつもりではあります。
　ともあれ、自治総研は投資ばかりして、短
期的には回収していないことになります。振
り返ると、もう本当に申し訳ない、なんか懺
悔ばかりですが、いかにただ乗りをしてきた
のか。まあ、放送大学の教科書をご覧いただ
ければ、結局、公共サービス研で私がやりた
かったことは、こういうことだったというこ
とがわかるようになっているかなと思いま
す。本当に振り返ると、投資をしていただい
ただけということですね。なんか申し訳ない
です。

◉――自治体の現場から	
　　　行財政運営について考える

沼尾　2005 年から約８年間、NEO 財政研究

会に、そして 2015 年度から老舗の地方財政
研究会に参加させていただいています。自治
総研の研究会は、財政制度について理論的な
観点だけでなく、制度運営上の観点から議論
を交わすことのできるところが面白いと思っ
ています。地方財政について、地方財政計画
や地方財政対策をはじめ、制度改正や制度運
営の実情を把握することとあわせて、制度改
正が自治体の財政運営にどのようなインパク
トをもたらしたのかということを、具体的な
現場の状況も見据えながら、丁寧に考えてい
く研究者が集まっています。研究会では大い
に勉強させていただきました。現場に近いと
ころにいる研究者の方々のお話からは毎回学
ぶことが多いです。
　NEO 財政研究会は、同世代の財政研究者
が集まって実務的なことを含めて議論できる
研究会で、楽しみでした。忘れられないのは、
長野県での現地調査です。長野県地方自治研
究センターの和田藏次さんにご協力いただ
き、北端の栄村から南端エリアの泰阜村、さ
らに王滝村と長野県を縦断して、役場でお話
を伺いました。
　現場ということでいうと、ブックレット「自
治に人あり」シリーズにも関わらせていただ
きました。一つは安芸高田市長だった児玉更
太郎氏、もう一つは釧路市の生活保護自立支
援事業に取り組んでこられた櫛部武俊氏、さ
らに高知市元副市長の吉岡章氏へのインタ
ビューに参加させていただきました。いずれ
も最初は東京で打ち合わせを行うのですが、
何回か現地に足を運んで、現場の空気に触れ
ながらお話を伺います。国の制度改革が地域
の現場にどのようなインパクトを与えたの
か。現場ではそこに関わる方々が、状況に対
峙しながら、地域のビジョンやゴールに向け
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て、どのように工夫を重ねて取り組んでこら
れたのか。それぞれの方のお人柄に触れ、行
財政制度とその運営の後ろで動いておられる
方々の思いや行動について触れることのでき
た貴重な機会となっています。

◉――「法環研」をはじめとした	
　　　印象深い研究会の数々

嶋田　まず、私から申し上げておきたいのは、
私が入った時期、私のすぐ後に島田惠司さん
が入って、その後、内海麻利さんが入ってこ
られた本当に楽しい時期でした。
　皆さんがどのように感じていたかはわかり
ませんが、私には本当に青春のような感じ
で、辻山先生が面白がってくれるかどうかを
お互いに競い合いながら、それぞれの専門分
野は違いますが切磋琢磨しながらやっていた
感じがありました。これは私が提案した記憶
がありますが、自治動向研というのが月に１
回あって、みんなで新聞を持ち寄ったりしな
がら、この動向を押さえることが今大事なん
じゃないかといったことをみんなで語り合っ
て、それに対して辻山先生がコメントをして
くれたりして、その後一緒に飲みに行ったり
して、すごく楽しかったというのがまず１点
です。
　それから研究会としては、私は本当にいろ
んなところに関わらせていただきました。最
初に私が関わらせていただいたのが「自治分
権システム研究会」で、この場で北村先生に
初めてお会いできて大変感激したことを覚え
ております。それから私自身非常に勉強に
なったなと思うのが「判例研究会」。これは
耳学問として参加させていただいたのです
が、法的感覚というか素養が身につくいい
きっかけになりました。それから自治労から

の話でスタートした「男女共同参画研究会」
は大沢真理先生が主査で、私は事務局をやら
せていただきました。
　自分自身がその事務局としてメンバー選び
から関わったということで言うと、大津浩先
生に主査をやっていただいた「憲法と地方自
治に関する研究会」、あとは例えば内海さん
と一緒にやった「合意形成研究会」、そして
島田惠司さんと「法環境研究会」、これらは
私が事務局で、人選も含めて一緒にやらせて
いただきました。あと「まちづくり検証研究
会」は金井先生と、その後の科研に繋がって
いく研究会ですけれども、これもやらせてい
ただきました。あと忘れてはいけないのが佐
藤竺先生を中心とした「顧問研究会」です。
佐藤竺先生のレクチャーを受けたりしなが
ら、最後はオーラルヒストリーという形で佐
藤竺先生のお話を聞くということをやらせて
いただきました。
　「自治に人あり」シリーズの立ち上げにも
関係しております。金井先生は忘れておられ
るかもしれませんが、檜原村に調査でご一緒
させていただいた時に、今後自治総研に求め
られることはなんですかとお伺いしたとこ
ろ、自治体職員のオーラルヒストリーが重要
なのではないかというお話をされました。要
するに、官僚のオーラルヒストリーはあるし、
研究者もあるけれども、自治体職員のオーラ
ルヒストリーがないんだと。それがきっかけ
で「自治に人あり」シリーズを始めたのです。
ただ、自治体職員の方ってなかなか喋ってく
れないので、結構、政治家の方のものが多く
なってしまっています。それはともかく、そ
ういった形で、いくつかのプロジェクトに関
わりました。
　個人的に非常に記憶に残っているのが
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2001 年～ 2006 年に宮﨑伸光先生が事務局を
つとめられた「自治体人事行政研究会」です。
これは本当に自治体学会の初期のメンバーの
ような、全国の自治体職員とのネットワーク
をお持ちで、カリスマ的な職員の方々が集
まった研究会でした。この場で、自治体職員
のすごさや迫力のようなものを本当に感じさ
せていただいて、いろんなネットワークにつ
ながることができたのは本当にありがたかっ
たと思っています。 
　あと、繰り返しになりますが、やはり法環
研での調査は、これはもう本当に自治総研時
代の研究の面では一番記憶に残っています。
アンケート調査を実施して、実際に現場に
行って順番に担当者に来ていただいて一問一
答でやっていったというのは、本当に共同研
究の難しさと面白さを非常によく体験させて
いただいたなと思っている次第です。

◉――「動向研」、分権改革のさなかの地制調、	
　　　そして民営化というテーマへの出会い

三野　今、嶋田さんが自治総研の頃は青春時
代だったとおっしゃっておりました。嶋田さ
んは若いので青春だったのだと思うのです
が、私はこちらに来た時はもう 40 歳前でし
たので、なかなかそうは言えないのですが、
嶋田さんがおっしゃる通り、自治総研の研究
会の中で１番面白かった、楽しかったのは何
かと言うと、やはり「動向研」でした。各自
が勝手に、一応分野はそれなりに自然に分か
れていましたが、新聞記事などを持ってきて、
それに関して関心があることについては少し
深掘りして報告するという研究会でした。参
加していた当事者が言うのも変ですが、１ヵ
月の間に自分がどういうものに関心があっ
て、限られた時間の中でそれについて調べ

て、その場で即興で発表すると、研究員の素
養とかモノの見方といったものがはっきりと
出てしまうわけです。そうすると、本当に血
みどろの戦いになるようなこともあったりし
て（笑）。その後の懇親会でも、それが引き
続きエスカレートして、大変ヒートアップし
たような記憶があります。ですから、自治総
研のオフィシャルな研究会としては、私はや
はりあれが１番でした。実は香川に戻ってか
らも、大学のゼミでそれをずっとやっていま
したし、今、香川の自治研センターでも毎年
１回か２回はそういうことをやっています。
　要は動向研は制度ありきではなくて、自治
体に起きている現象を、どのように制度的に
読み解いていくかという、そのような素養が
養われたのではないかなと思います。だから
研究員の感性がもろに出る、そういう研究会
だったという気がします。
　ここからは時系列の話になりますが、私が
この自治総研に来てすぐの 2003 年４月から、
今村都南雄先生のカバン持ちをしなさいと言
われました。当時、今村先生は自治総研の所
長で、地方制度調査会の委員でもありました
ので、そこに随行しなさいということでした。
当時私は、正直言って、地方制度調査会って
なんだろうというぐらいの知識しかありませ
んでした。
　半蔵門のホテルか都市センターで開催され
ていたのですが、まず衝撃を受けたのは、そ
こには著名な西尾勝先生、松本英昭先生をは
じめ、地方自治の研究者の方々がずらりと並
んでいて、そこで地方自治法の改正を議論し
ているわけです。香川の片田舎で一職員を
やっていた私は本当に驚きましたし、東京の
ど真ん中のホテルの一室で、地方自治の制度
が決まっているというのは正直、衝撃でした。
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現場の声はほんとうに届いているだろうか、
というのが最初に抱いた疑問でした。
　その後、2008 年に自治総研を辞めるまで
ずっと、今村先生のカバン持ちをさせていた
だきました。先ほど金井先生から、自治総研
の関係者が地制調に出るのはどうなのかとい
う話もありましたが、私が１つだけ記憶に
残っているのが、地方自治法 96 条２項（議
会の議決事件の追加）、分権改革当時、法定
受託事務を除くという記述が残ってしまった
んです。すべての事務を対象にできず、分権
改革の課題が残ってしまいました。これに関
して今村先生が「三野君、どう思う」とおっ
しゃるので、「これやっぱり、のっけた方が
いいんじゃないですか」と私はずっと言って
いて、それを今村先生が地制調の場で発言さ
れて、それは何度か挫折はしたんですけど、
最終的には制度改正に至りました。ですから、
細かいところですけれども、自治総研が今村
所長を先頭に、地制調に出ていくということ
は、意味があったのかなという気がしている
ので、それは私も陰ながら微力を尽くすこと
ができて、非常にいい勉強だったと思います。
　それから２つ目、自治総研は当時、2000
年の分権改革前までの旧地方自治法の逐条解
説は作っておりましたが、2000 年以降の地
方分権改革以降の逐条解説は作れていません
でした。作業がなかなか進まない状況になっ
ていたので、辞める前の 2008 年になって辻
山先生から頼まれて、ほぼ１年間それにかか
りきりになって、当時いた河上暁弘さんと２
人で分業して、その後、田口一博さんなどに
引き継いでいただいて刊行されました。新地
方自治法の逐条解説に関われたということも
非常に私としては思い出深いです。
　それから、個人的には、市公安条例の研究

ということで、これは米子市が合併するとき
に、新警察法になって、旧警察法による市町
村公安条例は廃止されるべきだったのです
が、それが暫定施行でずっと残っているとい
うことがわかって、辻山先生からこれは研究
に値するということで、人見剛先生や田村達
久先生も交えて研究会をやりました。私も全
然知らなかったのですが、全国で 35 自治体
に未だに市公安条例が残っているということ
は一体どういうことなのだろうといろいろと
調べて１つの研究プロジェクトをやることが
できたのは、非常に面白かったと思います。
つまり、そういう現場で起きている問題を歴
史的に紐解いていくというのも、自治総研の
役割だなという気がいたします。
　最後も個人的にですが、私は未だに指定管
理者制度、いわゆる行政の民営化に関してい
ろいろと研究テーマを与えていただいていま
す。実は自分からこの研究テーマに飛びつい
たわけではなくて、たまたま 2003 年にこの
制度改正があった時に、当時、東京都の自治
労だったと思いますが、勉強会をするという
ので急遽お呼びがかかりました。そのために、
にわか勉強でやったものが、たまたまその後、
自分の研究テーマになりまして、年によって
は年間 30 ～ 40 回、研修会などに呼ばれるこ
ともありました。そういう意味では、私の場
合は、研究テーマというより、自治総研から
与えられた地方自治に関する制度改正の正面
からの問題と、現場の自治研センターや自治
労の単組から与えられた行政の民営化のテー
マの 2 つを愚直にやってきたと自治総研の研
究活動を整理できると思います。
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◉――義務付け枠付け研、法環研など	
　　　分権改革の成果をめぐる研究

北村　行政法研究者にとっては、判例をいじ
くる作業は個人でできますが、何事かを検証
するというのはなかなか一人ではできませ
ん。2013 年から始まった「義務付け枠付け
の見直し検証研究」には嶋田先生にも入って
いただき、いろいろな事象を見ることができ
ました。
　行政法研究者としてこの分権改革に接して
愕然とするのは、分権改革によっても行政法
テキストの記述は全く変わっていないことで
す。「憲法は変われど行政法は変わらず」と
言われましたが、本当に「分権はされても行
政法は変わらず」という感じが、おそらく現
在も続いている状況にある。憲法のテキスト
も分権改革からは超然としています。これは
一体なんなんだろうと、一行政法研究者とし
て問うていかなくてはならない問題だと思っ
ています。
　金井先生も先ほどおっしゃいましたが、
2000 年のビフォア・アフターで実定法はほ

とんど変わっていません。ただ、都道府県知
事が大臣の手下から事務の責任者に変わった
だけで構造は変わっていない。魂は入れ替
わったのですけれども、骨格が変わっていな
いものですから、以前からの条文を所与とし
た運用を前提とした「慣性の法則」が働きま
す。横須賀市の法環境研調査をやった時から、
もう 20 年が経ちますが、おそらく基本的な
部分はあまり変わっていない。私が研修など
で意見交換する職員の方をみても、同じよう
に感じます。
　さらに、これから「分権改革を知らない
職員たち」がメジャーになってきます。先
日、自治大学校で 70 人ぐらいの職員に目を
つぶっていただいて、「未完の分権改革」と
いう言葉を聞いたことのない人

4 4 4

に挙手を求め
たところ、９割以上が手を挙げます。当然「西
尾勝って誰？」という世代の方々が全員を占
める時代になっていくことを考えますと、分
権改革の成果は何だったか、限界は何だった
かをどう伝えるべきか。自治総研の１つの
ミッションとして考えなくてはいけないと感
じています。

北村　それでは次に、分権改革などで自治総
研が果たした役割と、そしてご自身の地方自
治の現状についてのご認識をお聞かせくださ
い。

◉――分権改革の理論的な支柱を与える

嶋田　まず、分権改革などで自治総研が果た
した役割についてお話しする前に、先ほど金
井先生から辻山先生の議論をどう受け止める
かという問題提起がありました。辻山先生と

しては、大した改革だとは思っていなかった
のではないか、というようなお話がございま
したが、私の見方はやや違っております。一
昨年に金井先生と一緒に辻山先生の著作を網
羅的に読ませていただきましたが、その時の
整理からいくと、辻山先生の機関委任事務論
というのは大きく分けて２つの期があって、
最初の 80 年代半ばぐらいまでの議論では、
機関委任事務というのは共同幻想なのだとい
う主張をされていました。すなわち、実際に

分権改革などで自治総研が果たした役割3
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条文等の根拠を問うていくと、何がどこまで
機関委任事務にあたるのかはよくわからない
のに、みんながその呪縛に囚われてしまって
いる。これが「機関委任事務体制」と呼ばれ
るものですが、そこから解放されるべきとい
う議論を主張されていました。
　一方、80 年代後半に入ってくると、「統制
のとれた分権」という話をされています。こ
れは確かに、その後の分権改革の限界を予言
していたようにも見えますし、団体事務化に
伴って、そのコントロールは緩めずに、国の
財政的な負担だけを軽減していくという点で
言えば、三位一体改革についても、ある種の
予言をしていた部分もありますし、義務付け
枠付けの議論にも関係していると思います。
　このように、辻山先生の議論には２面性が
あると私は思っています。99 年から 2000 年
代前半くらいまでの辻山先生は、80 年代半
ばまでの初期の機関委任事務論の立場に立
ち、機関委任事務体制の幻想をどう乗り越え
るかを考えておられた。機関委任事務の廃止
という象徴的な意味を実質化していくべきだ
ということで、この改革を積極的に捉えて
らっしゃったのではないかと思います。限界
はあるにせよ、そこにある可能性をできる限
り引き出していくことが大事で、そこを応援
していくということで議論を展開されていた
ように私は認識をしています。
　そのうえで、自治総研の分権改革への貢献
という意味でいうと、まず第一義的には、分
権推進委員会のとった手法というのは、辻山
先生の機関委任事務論もかなり参考にされて
いたと思いますし、もっと言えば、分権推進
委員会以降の一連の不十分であった分権改革
も、実は「統制のとれた分権」論の延長線上
にあったという意味で言えば、やはり、かな

り理論的な支柱を辻山先生が与えていたし、
それに対する批判的な視点もすでに辻山先生
によって用意されていたというふうに言える
のではないかと思います。その意味では、自
治総研は辻山先生を通じて、分権改革に対し
多様な形で貢献していたと言えるのではない
でしょうか。
　そのこと以外に、私の記憶ですと 1999 年
から 2000 年頃、国会でのさまざまなやり取
りをするときに、ずいぶん自治労筋から相談
があって、国会でどういった質問をするのか
について作戦を練っておられたという記憶が
あります。ですので、国会での質疑等を通じ
ても、辻山先生を中心として貢献があったの
ではないかということがもう１点です。
　辻山先生としては、分権改革によって団体
自治の部分が改善されたとしても、やはり最
終的には住民の中から、ボトムアップで湧き
上がってこなければいけないということで、
そのシステム作りが必要だと自治基本条例作
りに熱心に取り組んでいかれたのだと思いま
す。これは分権論と連続的に捉えてもいいの
かどうかはあるかもしれませんが、私は辻山
先生の中では、そこはかなり連続していたの
ではないかと感じておりまして、私を含めた
自治総研関係者は、そういった流れを推進し
たという部分があるのかなと思っています。

◉――理論と現場の	
　　　コラボレーションの役割を果たした

三野　私は自治総研の研究活動の中で、行政
の民営化というテーマを自治労などから与え
られて自分のテーマとして今に至っていると
お話ししました。やはり分権改革当時からも
賛否両論がありましたけれども、市町村合併
の議論がいつのまにか分権改革の中にさらっ
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と入ってきたという流れがあります。それか
らいわゆる行政改革です。公務員の削減、そ
れから規制緩和、民営化、例えば市場化テス
トだとか、そういうものが入ってきたんです
けれど、１つはこの分権改革と同時並行とい
うか、ある意味では、むしろ本流は市町村合
併とか、行政改革などの推進の方が本来の狙
いだったのではないかという気もします。
　それに対して自治総研は果たしてどういう
スタンスを取ったのかということは、１度ど
こかできちっと評価をし直しておく必要があ
るのではないかと思います。我々は分権改革
を言っていればそれで免責されるわけではな
くて、やはりそれと同時並行で進んだいわゆ
る自治体のミニマム化というような部分も、
やはりもう１度、後からの評価にはなります
けれども、自治総研としてどういうスタンス
を取ったのかということは、研究者としても
問われるのではないでしょうか。結局、昨今
の流れを見ていますと、もう地方分権という
言葉自体が政府から聞かなくなりました。地
方創生という言葉はありますが、もっぱら出
てくるのは規制緩和とか民営化とか、そうい
う流ればかりです。やはり分権改革がどう
やって、その闇と言われる市町村合併や規制
緩和などに関して評価されたのかということ
は、１度どこかで集約しておく必要があるの
かなという気がしております。
　もう１点、先ほど今村先生が地制調の委員
になって、私がカバン持ちをしていたという
話をしましたが、当時から思っていたのが、
自治総研はなんだかんだ言っても自治労 100
パーセント出資の研究機関だということで
す。そうすると、傍から見れば自治労なので
す。しかしそれが地制調の委員になっていた
り、自治労の研究会や地財セミナーなどで、

総務省の職員が来て講演をいただくなど、非
常に接点があったわけです。そういう一種の
総務省の別働隊的な役割を、これは意識的に
担っていたのか、それとも結果としてそのよ
うな役割を誰かが担わなければいけなかった
のかということは、やはり総括しておく必要
があると思います。そうしないと、今後も自
治総研が、どういうスタンスで総務省と対峙
していくのかというところが、やはりまだ曖
昧なのかなという気がしております。
　とは言え、やはり総務省のいわゆる公権解
釈と言いましょうか、そういうものを知った
うえで自治総研の研究員として、また自治労
の研究組織として何らかの知見を発信してい
くということは、私の経験からすると、自治
体当局も無視はしていなかったと思います。
単なる一研究者の知見であれば、それは単に
あなたがそうおっしゃるんですねということ
で終わってしまいますが、やはり総務省との
接点も一定程度あるというバックボーンがあ
る中で、研究員がそれぞれ研究提案をして、
自治体の現場の中でさまざまな役割を果たし
ていくということは、１つ大きな役割があっ
たのだろうと思います。
　そういう意味では現場と理論のコラボレー
ションというような役割を、結果としては果
たし得たのではないでしょうか。ただ現在こ
れはどうなのか、可能なのかというのは、自
治総研の今後のあり方、体制の問題も含めて
後の話に回したいと思います。

◉――予算編成や財政運営についての	
　　　「相談窓口」

沼尾　分権改革において自治総研がどのよう
な役割を果たしたのかということについては
評価が難しいですが、ただ国や自治体との関
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係を考えると、自治総研は地方財政制度のあ
り方を検討するにあたり、課題認識や情報共
有の面で一定の役割を果たしてきたんじゃな
いかと思います。一つは先ほど金井先生から
もお話がありましたけれども、国がどのよう
に地方財政計画や地方財政対策を立てている
のかというところについて、自治労経由で総
務省に依頼をしてヒアリングを実施していま
す。その情報を地財研レポートでまとめたり、
自治研センターなどを通じて自治体に発信し
てきました。今でこそ、地方財政対策や財政
課長内かんなど、自治体が次年度当初予算を
編成する際に必要な情報はウェブサイト等か
ら速やかに入手できるようになりましたが、
以前は情報がなかなか市町村に来なかった。
そうした中で自治総研が、自治労との関係も
あり、速やかに情報を入手して、地方財政計
画や地方財政対策の考え方について、総務省
とは異なる立場から自治体の財政担当者に伝
えていくという役割を担っていたところもあ
るように思います。
　自治総研の常任研究員のうち財政研究者は
常時複数名おられますが、地方財政対策につ
いて、かつては澤井勝さん、内田和夫さん、
高木健二さん、菅原敏夫さん、今日では、飛
田博史さん、其田茂樹さんが各地を回ってレ
クチャーしておられる。国の財政運営と地方
財政対策を解説したうえで、自治体としてど
のように対策を打っていくのか、相談できる
環境を作ってこられたのだと思います。市町
村によって、総務省との人事交流があり、そ
のルートで情報をとる場合もあれば、都道府
県に相談するケース、あるいは相談できる財
政研究者とのつながりをお持ちの自治体もあ
ると思います。こうしたルートの１つとして、
自治総研があるわけです。これは、自治総研

の財政担当の研究員の方々が担っておられる
重要な任務の一つというふうに思っていま
す。そして、総務省とは異なる立場から、地
方財政計画や交付税算定などを分析した成果
を叢書や地財研レポートなどで形にしてきた
ことの意義は大きいです。地方財政研究会や
税財政研究会での議論や研究成果を含め、分
権型財政システムについて考えるうえで、一
定の役割を果たしてきたと思います。

◉――機関委任事務体制の呪縛を解く	
　　　「お化け退治」は意味があったのか

金井　分権改革に果たした自治総研ないし辻
山＝澤井体制の役割ということでは、多分さ
きほど嶋田さんがおっしゃったことが非常に
当たっていると思いました。やはり機関委任
事務制度をターゲットに据えたというアジェ
ンダ設定は、明らかに辻山先生が一つ寄与し
ていたでしょう。もちろん、赤木須留喜先
生、それから赤木先生を「戦前戦後連続論」
と揶揄した村松岐夫先生の認識がその背景に
あったと思います。それから辻山先生の研究
の背景にあったのは川崎市からの問題提起で
す（加藤芳太郎・辻山幸宣「自治体事務の分
類方法に関する試論―川崎市事務事業の事例
を通じて」『自治研究』54 巻２号、1978 年）。
川崎市の主張は、機関委任事務的なるものと
財政負担の問題を連動しながらアジェンダに
したいので、その調査を行いたいという思惑
でした。言わば横須賀市の法環研の前の川崎
市事務研究というのは非常に重要な役割を果
たしていたので、分権改革のアジェンダ設定
には、明らかに大きな意味を持っていたと思
います。
　ただ辻山先生自身が、その研究をしていく
中で、辻山先生は事務の発意者を意識するよ
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うになります。自治体からの発意なき自治体
での事務執行を、機関委任事務制度というよ
りは、体制あるいは体質という風に言い替え
ていました。だから、呪縛と言ってもいいし、
幻想と言ってもいいのです。機関委任事務制
度が、機関委任事務体質を生み出したとは限
らないようです。しかし、分権改革は、機関
委任事務制度というお化けを対象にして、お
化け退治をするということになっていった。
おそらく辻山先生はある段階で、それはお化
けに過ぎないと、だからお化け（機関委任事
務）を消しても本物（発意なき事務執行）は
なくならないというのはわかっていたんだけ
れども、みんながお化け退治をやろうと奮戦
している時に、それは効果がないからやめた
方がいいとは言えなかった。そもそもお化け
退治自体は悪いことではない。そこで、国会
質疑答弁でもなるべくそのお化け退治をきっ
かけに、機関委任事務体質という呪縛から解
放される方向に話を持っていきたかった、と
いう思いはあったのではないかと思います。
　ただ、やはり国庫負担率削減から団体事務
化、それから「政令の定める範囲」方式という、
1985 年から 92 年くらいまでの一連の動きが、
2000 年改革以降の流れを言わば先取りして
いた。多分辻山先生にとっては、それはわ
かっていたことで、お化け退治には意味があ
ると、ただそれは呪縛を解く限りにおいてで
あると。しかし、呪縛も解けなければ、古い
お化けはいなくなったといくら言っても、心
の中でずっとお化けは残るし、次々に新しい
お化けは化けて出てくる。それが法環研で明
らかになったということだし、西尾先生の特
区研究で明らかになったことです。古いお化
けを退治したって、心の中で新しいお化けを
生み出す体質は消えなかったということかな

と思います。
　だから、その意味では自治総研的に言えば、
やはり財政と法制度を分離して改革されてし
まったというのは、当初のアジェンダ設定か
らみれば残念なことでした。地方分権推進委
員会も当初、機関委任事務と国庫負担の連動
を考えていたものの、結局大蔵省を敵に回さ
ず、抵抗を少なくして改革の実を上げるため
には、大蔵省または与党族議員を避けて、１
番ディフェンスの弱いところに進んだという
ことなのだと思います。ただ、それはディフェ
ンスが弱いから、お化け退治をしたかのよう
に見えるけれども、実はあまり効果がないと
いうことは、多分辻山先生はわかっていたの
ではないでしょうか。そして、第３次勧告が
典型ですが、警察や安全保障のような、集権
型国家のディフェンスの強いところにも、手
が出せませんでした。だからこそ、公安条例
研究を自治総研がしたのでしょう。

◉――法学の観点から見た	
　　　分権一括法と自治総研の役割

北村　行政法学、公法学の視点からこの自治
総研が分権改革に対してどういう議論を提供
してきたかということについてです。組織を
あげてという形では、それほど理論的にまと
まってはやってこなかったという認識です。
その一方で、金井先生がおっしゃったように、
地道ではあるものの、きちんとした実証研究
を固めていて、こうなっているのだと、こう
なり続けているのだということを出していく
という、すごく意味のある研究もしてきまし
た。それを社会がどう受け止めたのか、中央
省庁がどう受け止めて何事かに影響を与えた
のかというのはまた別の話だとしても、そう
いうことを積み重ねてきているのはやはり成
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果です。
　法学の観点からの関心事としては、分権改
革一括法の内閣提出法案を前提にした時に、
内閣法制局がこの法案審議において、憲法の
第８章第 92 条をどれぐらい真面目に念頭に
おいて審査に当たったのかということがあり
ます。法制局と案を出す省庁とのやり取りは
一般的にオープンにされませんが、情報公開
すれば取ることが可能です。空家法の 2023
年改正法に関して、私も最近になって入手し
たのですが、結構、法制局が、「憲法 29 条と
の関係ではやりすぎだ」ということを指摘し
ていました。その点、第８章のように１章を
地方自治に向けている部分については憲法の
体系の中で重要と考えますが、何も言ってな
いと思うような内容でした。このあたりの感
度を持った研究は、自分としてはやってこれ
ていなかったなと反省しています。
　地方自治法の改正の場合には、地制調に上
がる時にはほぼ内閣で法案調整が進んでいま
す。地制調の場でちゃぶ台返しが起こるとい
うことはない。法案審議の際に議員修正でも
ない限りまず修正はされません。
　とすれば、法案を作るプロセスがどのよう
になっているのかを実証的に確認していくと
いう作業が重要です。地道で難しいことでは

ありますが、それが必要です。このあたりも
まだ十分してこなかったと感じるところで
す。
　また、法律に「市町村」と書いてあれば、
すべての市町村に事務が義務づけられます。
ところが、兼務体制が通例である市町村の行
政現場では、こんなものを受け止められるか
という話になってくるのです。この辺りの実
証的な調査もしてきませんでした。
　中央政府の職員に「条文を起案するとき
に『市町村』と書くとき、その向こうにある
現場実態を念頭に置いているか」と聞くと、

「いや」と普通に言いますね。市町村は市町
村としか書けないから市町村と書くというだ
けであって、全ての市町村となっているのが
立法の作法です。法制局はかなり憲法 14 条
の平等原則に大きくコミットしているようで
すので、ここは良くてあそこはダメだという
ようなことは言えません。都道府県の権限を
指定都市とか政令市に任せることはあり得て
も、基礎自治体の最初のところから差別をす
るというのは基本的にはない発想らしいので
す。そのようにできている法律が自治の現場
でどのように受け止められているのかという
点も、重要なテーマです。これから取り組み
たい研究です。

◉――自治体現場の疲弊が	
　　　暗い現状を招いている

嶋田　地方自治の現状をどう見るかというこ
とですが、まず、先ほど法環研の調査が時期
尚早だったのではないかという議論がありま
したが、振り返ってみると時期尚早でもな

かったと言えるのではないでしょうか。その
後、分権改革の効果、分権改革を活かした自
治体の実践が次々に生み出されていったとい
うわけでもないからです。
　確かに分権改革の効果はかなり限定的で
あった。これもいろんな説明の仕方があると
思います。１つは、組織法的な、地方自治法

地方自治の現状をどう見るか4
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上のコントロールが緩まったとしても、個
別法の作用法レベルでの変化がなかった以
上、結局そちらのコントロールが効いてしま
うのであまり効果はなかった。あるいは財政
的なコントロールが継続しているので変わら
なかった。あるいは、市町村合併で忙殺され
たとか、そもそも財政的に非常に絞られてし
まって、余力がなくなって何もできなかった、
などいろんな説明があると思いますが、やは
り自治体現場の疲弊と言いますか、本当に考
える余裕がなくなってしまっているという部
分が一番大きいのではないかと思います。
　地方分権論というのは、70 年代、80 年代
を通じて、自治体現場の中で、国の中央集権
に伴う弊害を強く感じていて、これをどうに
かして打破して自分たちのまちづくりをして
いきたいという自治体関係者のエネルギーを
淵源としていました。しかしながら、今現
在、分権も一応形だけは続いておりますけれ
ども、こういうふうなまちづくりをしたい、
そのためには中央集権ではダメなんだという
ような強い思い自体が、自治体現場からなか
なか見えてこないなという感じを持っていま
す。
　そういう意味で言えば、分権改革自体が自
己目的化して意味がなくなってきてしまって
いるので、西尾先生がおっしゃっていたよう
に、まず一旦、分権改革を止めて、自治体現
場の再構築と言いますか、人員拡充も含めて
やっていかないと、どうしようもないような
状況に陥っているのかなという気がしていま
す。
　さらに最近の自治法改正の動き、補充的指
示権の導入の動きを見ても、地方自治の現状
が非常に暗い状況にあるというのが私の全般
的な理解です。

◉――多様な主体との	
　　　連携・協働のあり方が課題

沼尾　地方自治の現状をどう見るかですが、
分権改革を通じて多くの事務事業が地方に移
管されたものの、財政難と人材難の中でこれ
らの事務を担わなくてはならないので、自治
体は疲弊していると感じます。とりわけ、社
会保障や教育をはじめ様々な課題への対応が
求められていますが、もう行政だけで地域づ
くりを行う時代ではなくなっているというふ
うにも思います。多様な暮らし方や働き方と
いうことも言われていて、公務員の副業兼業
も次第に広がり始めています。それから民間
経済主体が持っている能力や経験を生かし
て、行政と民間が連携をして様々な地域づく
りに関わっていくことも求められています。
国との関係では増大する行政需要を賄う財源
確保が課題ですが、他方で、地域の担い手が
どのように連携して、課題に取り組むかとい
うところで自治のあり方が問われていると感
じます。
　これまで、民営化というと市場経済化を指
し、競争原理の中でコストを削減していく文
脈で語られてきました。市場か政府かという
二項対立で議論が行われてきたところもあり
ました。ですが、最近の状況をみていますと、
NPO 法人やコミュニティ、地域運営組織な
ど、多様な主体が出てきていると感じます。
こうした民間経済主体は、必ずしも利益だけ
を追求するのではなく、社会貢献と使命を掲
げて、地域で様々な役割を担うといった活動
を行う動きも出てきています。実際に、持続
可能な地域づくりを模索しようとすると、経
済性、つまり地域で稼げる仕組みを作ること
がとても大切な要素でもあり、稼げることや
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地域経済循環の構築を考えることが言われる
ようになってきました。
　そう考えたときに、地方自治というとき、
地域を構成する多様な主体が連携して、プ
ラットフォームを考えていくことが模索され
ると思います。その中での自治の形というの
を考えていくという視点が求められるように
思います。自治総研は自治労と関係が深いこ
ともあり、行政体制としての自治体や自治制
度について研究を重ねてきた経緯がありま
す。そうした中で、民間との連携や協働とい
う視点をどう考えるのかというところが問わ
れるように思います。
　自治体が疲弊する中で、行政体制について、
現場の状況を踏まえた研究を行うところも大
切であり、自治総研の強みになる領域だと思
います。例えば、生活保護行政において、各
福祉事務所ではケースワーカーやスーパーバ
イザーがどのように配置され、どのように役
割分担し、運営しながら業務をこなしている
のかというところはアウトプット、アウトカ
ムを考えるうえで重要なことなのですが、こ
うした現場の状況については、なかなか研究

者が立ち入れないところもあります。現場感
覚という点では大学の研究者には難しいとこ
ろがあり、自治体の現場、ないし現場に近い
ところにいる研究者の方々の役割は大きいと
思います。こうした点で、現場に近いところ
にいる自治総研の役割は大きいと思っていま
す。

◉――地方制度調査会への危惧と	
　　　若手に向けた発信の必要性

三野　地方自治の現状に関連したことといた
しましては、はじめにお話しいたしましたよ
うに、自治総研入所当初から 2008 年に大学
に移るまでずっと今村先生のお付きをして地
方制度調査会に出ていたわけですが、その後
民主党政権になって一旦地方制度調査会は凍
結されて地方行財政検討会議というわけのわ
からない会議になりました。地方制度調査会
もいつの間にか、制度改正をするための調査
会だと思っていたのが、国と地方の格差とか、
地方間の人口減少といった問題を扱うように
なってきました。本来は地方自治法を改正す
るための審議会だったと思うのですが、それ
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がなんでもありの地方制度調査会になってし
まったということは、これは総務省の松本英
昭さん以降の官僚も入っていないということ
もあるのでしょうが、非常に危惧しておりま
す。
　それから途中から些末な地方自治法の改正
が繰り返されました。例えば専決処分です。
阿久根市での専決処分のような事例があっ
て、しかしそれを地制調が扱うのはどうなの
でしょうか。あんなものは自治の現場に任せ
ればいい話です。地方制度調査会という一般
的には知られていない組織が知られるように
なった部分では良かったのかもしれません
が、本来の制度改正の腰を据えた議論ができ
なくなっていることを、今後の地方自治・財
政の現状としていかがなものかと思います。 
　また、ここ数年いろんな学会に参加して
思ったのが、今の若手の研究者の皆さんから
すると、2000 年前後の分権改革というのは
すでに歴史だということです。研究報告の前
段で、どういう改正があったとか、どういう
審議会が行われたといった歴史として出てく
るわけです。私たちは、ここにいらっしゃる
先生方も含めて、まさにその当時、前後は多
少ありますけれども、その渦中にいた人間か
らすると隔世の感があります。歴史にしてし
まっていいほど、分権改革の評価はまだ定
まっていないということが抜け落ちてしまい
ます。今の若い先生方からすると、仕方がな
いのかもしれませんが、資料を読み込んで、
それを歴史として発表するということに違和
感を覚えます。分権改革はある意味歴史にし
てはいけない、まだまだ課題は残っていると
いう点を、我々の世代は発信していかなけれ
ばいけないと思います。

◉――分権改革以降の自治総研の研究：	
　　　制度から個別自治体研究へ

金井　地方自治の現状ということですが、私
はそれよりも分権改革以前・以降の連続の中
で考えてみたいと思います。実は機関委任事
務制度のもとでも結構いろんなことができる
ということは、分権改革の前からずっと言わ
れてきました。それは西尾先生も、武蔵野市
の水止め条例を始めとすることでみんなやっ
てきたわけです。自治体がやりたいと発意す
ることがあれば、相当なことは機関委任事務
制度があっても実はできた。礒崎初仁先生も
そうおっしゃっています。多分それを分権改
革後もずっと実践しているのが北村先生だと
思うんです。だから、実際の制度はともかく
として、やろうと思えば実はできてしまう。
熊本市で内密出産にかかる戸籍取扱を認めま
したけれども、あれも現行は法定受託事務で
す。やろうと思えば結構できちゃうという意
味では、呪縛を怖がらなければできます。け
れども、お化けはいなくなったと言われなが
ら、心の中でお化けを抱え、結局お化けに呪
縛されて、ほとんど新しいことができないと
いうのが、多分 2000 年以降なのだろうと思っ
ています。
　そういう意味で、自治総研はなかなか難
しい立場にあります。結局、2000 年以降は、
自治総研のシンクタンクとしての役割は、お
もに、国が変な法制度を作った時に対する、
シャドウ自治省としてのセカンドオピニオン
を提示するということになっていたのではな
いでしょうか。それはいわば、三野先生が担っ
ていた指定管理者制度であり、上林陽治さん
の非常勤職員・官製ワーキングプア研究など
です。国が作ってしまった制度に対して、セ
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カンド実証というか、影の実証として、違う
意見を言うという非常に大きな役割があった
はずです。極めて集権的な制度を前提にして、
それに対して、違った使い方はあり得るので
はないかという自治体からのニーズに応える
という意味で、三野＝上林体制というのは、
2000 年以降の実践的な自治総研の役割だっ
たのではないでしょうか。
　もう１つは、国の集権的なものをどう解釈
し直すかという話とは別に、個別の自治体で
何ができるのかということです。辻山先生は
住民自治とか自治基本条例の方に狙いを定め
ていきましたし、北村先生は政策法務を探っ
ていくということになったのではないかなと
思います。
　そういう意味で、分権改革をしたから自治
体はこうなるという発想自体が、因果関係の
流れは集権的行動です。こうした機関委任事
務体質を前提にすると、国の法制度がこう変
わったから自治体はこう変わらなければいけ
ない、という言説になります。もっと言えば、
2000 年改革は、法制度が変わったから条例
を制定しなければならないという義務付けを
自治体に押しつけた、と理解されます。おそ
らくほとんどの自治体は、機関委任事務体質
の延長で、分権時代になったから、2000 年
改革がされたから、こうしなければならない
と考えました。その発想自体をやめたかった
のに、結局、嶋田さんが現場で体感したよう
に、みんなが分権改革の成果を、上から宣伝
すればするほど、国が法を変えたから自治体
はこう変わらなければならないという、集権
的な効果を伝播することになってしまいまし
た。自治総研も、いわば非常に自己破壊的に
行動することになってしまった。
　その中で、国の法制度とは無関係に自治体

現場はどうありうるのかというのを探るとい
うことが、自治総研の中でも、問われていた
んだろうなと思います。そういう意味で、私
は自治総研に期待していたのは、個別自治体
の研究です。それは、自治基本条例運動、政
策法務運動、公共サービス研究、合意形成研
究に加えて、先ほど嶋田さんが言った「まち
づくり検証研」です。個々の法制度がどうなっ
ているかというのはほとんど無視した形で、
個々の自治体は何をしようとしていたのかと
いうことです。私なりに 2000 年改革を説明
変数としない形で、個々の自治体が何をして
いるのかというのを明らかにするということ
が大事だったかなという風に思います。
　その中では、夕張市の破綻研究などもやる
ことになりました。夕張市も、法制度の枠内
でできる限りの可能性を探りました。そして
最後は法制度のもとでいじめられている。さ
らに地方財政健全化法への改正にも繋がって
しまうという、非常に難しい問題だったと思
います。個別の自治体に何ができたのかとい
うことの研究をして、それなりにやろうと思
えばできる、やっていた自治体はたくさんあ
る、しかし、やらない方がよいこともある、
ということですね。
　「自治に人あり」シリーズも結局その流れ
で、要は機関委任事務かどうかは、前面には
出ていません。とにかく美観地区を守るとい
うような人が、倉敷市役所にはいたというよ
うな話から始まって、赤池町の財政再建団体
問題というのはまさに夕張の研究の裏側であ
ります。安芸高田市がその後こんな有名にな
るとは思いませんでしたが、安芸高田市に合
併した高宮町の話などは、あれも考えてみる
と不思議です。ああいう強固な地域住民協議
会体制を作っていたのが、あっという間に崩
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北村　それでは、今後、自治総研が社会にお
いてどういう役割を果たしていくべきなのか
というテーマに移ります。

◉――バランスのとれた研究体制づくりが必要

三野　私は、最初申し上げた通り、当初から
研究者として来たわけではなくて、一自治体

の職員として自治総研と接触する中で今の私
があるわけです。振り返ってみますと、自治
総研の当初はいわゆる若手のオーバードク
ターと言われるような人たちが一定程度自治
総研で勉強することによって大学へ出ていく
という、よく言えば登竜門、悪く言えば腰掛
けというような側面があったのは事実だろう

壊したのはすごいことで、あれももう１回検
証してみたいと思います。
　そういう個々の自治体の動きを検証すると
いう研究会をしていました。ある種の長いス
パンの動向研をやっていたのかなという気が
します。やはり個々の自治体は何をしたいの
か、どんなことができるのか、なにをしなかっ
たのか、ということですね。ただ、しばし
ば、志木市じゃないですけど、結局は指定管
理に繋がるようなアイデアしか出てこないと
いったのが、2000 年代の自治の実態でした。
何をやりたいかというよりも、どうやるかと
いう、行革手法を競うような話になってい
たのが 2000 年頃です。それはそういう時代
だったのかもしれないなと思いつつも、色々
とやっていた自治体の話を追いかけていまし
た。
　あまりオープンになっていませんが、おお
い町の本は、自治総研の「自治に人あり」シ
リーズの番外編です。原発推進の助役にお話
を伺いました。以前に自治労本部から福井県
本部に派遣され、現地情報を熟知している上
林陽治さんから、色々、覆審的な批判的コメ
ントもいただけました。そういう個別自治体
研究を、私は自治総研でだいぶやらせていた
だいたかなと思います。

　これは実は西尾勝先生の自治論とも関わっ
ています。西尾先生の自治論は、基本的には
自治制度論と個別自治体論です。自治の全体
動向という発想があまりありません。アメリ
カ市政学の伝統からすれば、そもそも動向と
いうこと自体が幻想なのかもしれない。個別
の自治体は何をしたいのか。それを枠付ける
制度は何なのか。この２つを念頭に、制度を
説明変数にしない形での個別自治体のあり方
というものを研究していくということです。
自治総研は、自治の全体動向を大局的に捉え
るという発想だけでなく、個別自治体が色々
できるという個別自治体論と、複眼的だった
のでしょう。
　院生だった箕輪允智君（現東洋大学）の論
文（「非開発志向の自治（上）（下）」『自治総研』
2009 年 10 月号、12 月号）を『自治総研』に
載せていただいたのは、そういう経緯もあっ
たのかなと思います。個々の自治体が開発が
できる、ではなく、開発をしないことができ
る、という成長を目指さない運営を、どのよ
うにするのかというテーマです。それは機関
委任事務かどうかと全く無関係に話が進んで
いた。そういう研究をしていたかなという気
はしております。

自治総研が今後果たすべき役割について5
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と思います。中にはそもそも最初からそうい
うことを目的として自治総研の研究員になっ
た人もいなかったわけではないと思います。
ただ、自治総研も、与えられるテーマと自治
総研がやるべきテーマというのは本来違うの
ですけれど、自治総研がやるテーマの守備範
囲というのは当然限られるわけですね。ベー
スには地方行政制度と地方財政というのがあ
りますが、個別テーマに関しては研究会で扱
わない限りはなかなか扱う人がいなかったの
だと思います。そういう意味では、少し厳し
い言い方かもしれませんが、若手の研究者が
登竜門として自治総研に１～２年いて、大学
に出ていくという、そういう自治総研の社会
的役割と言っていいのでしょうか、そういう
ものはもう限界が来ているし、若手の研究者
の方たちに過度にそこを期待されても、それ
に応えられるだけのレスポンスができないん
じゃないかなという気もします。
　今、北村先生からもお話があった通り、特
に基礎自治体である市町村というのは、もう
あらゆる行政課題について総務省をはじめと
した各省から、ああしろこうしろと与えられ
るわけです。それは基礎自治体だからやるの
が当たり前みたいな感じで、分権関係を逆手
に取られているような感じがあるわけです
が、そういうテーマに、自治総研のプロパー
の研究員が応えられるかというと多分それは
難しい。
　やはり従来からの地方行政制度、それから
地方財政をベースに、制度的な部分と、ある
程度現場を加味したところの研究はできたと
しても、個別のテーマに対して自治総研の研
究員が何かサゼスチョンできるような役割を
担うというのは多分できないと思います。よ
ほどその個別テーマに関心がある研究員がい

ない限りは難しい。それだけの資源も多分な
いわけです。
　もう１つは、スポンサーである自治労本
部、それから各県本部、各単組の財政的、体
制的サポートも正直、限界が来ていると思い
ます。私も香川県地方自治研究センターを今
担っておりますが、結構厳しいことを言われ
ます。そういう中に自治研センターも置かれ
ているわけですが、これは自治労の各県本部
と表裏一体ではありますけど、そうは言って
も、それらのセンターとして機能していると
ころがいくつかあるわけです。嶋田さんの福
岡などもそうでしょうけど、やはりそうした
ところとの連携をもう１度見直さなければい
けないと思います。ただし、今まではどちら
かというとそれぞれ独立してやっていた研究
センターが、自力があるところはそこに自治
総研などがサポートするという形でできたと
しても、今まで力のあった自治研センターさ
えも最近は結構厳しくなっています。そうす
ると、やはりそこは双方向で支え合うという
ようなことをしなければいけないのかなと思
います。
　例えば、事務局体制までを自治総研が担う
のは多分難しいでしょうから、事務局体制は
現場の自治研センターが担って、研究の部分
は自治総研プラス、例えば地元の大学の先生
を入れるとか、そういう双方向でそれぞれが
寄り添うような研究を自治総研としてやって
いかないと、個別のテーマを自治総研だけで
やっていくというのはやはり私は限界がある
と思います。
　もう１つは、これは北村先生が最初におっ
しゃったように、法律を専門とする研究所長
が初めてだということですが、法律といわゆ
る行政学的な制度や実態研究という部分の接
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点というのは自治総研が１番の担い手ではあ
るものの、やはり自治総研のいろんな資源、
文献とか、最近ですとそのネットの環境など
を見ても、行政法や地方自治法の法律関連の
研究のバッファーが十分ではなく、データ
ベースなども含めて整備しておかないと、な
かなか法律関係の研究者を自治総研で養成し
て、ある程度腰を据えていてもらうというの
は難しいと思います。それは財政的な問題が
ありますから、そこをどう充足していくかと
いうことは、やはりバランスの取れた研究体
制を考えると大変ですが、そういう法律的な
研究ができる体制や環境を整備していかない
と難しいのかなと思います。
　そうは言っても研究者の世界自体もかなり
絞り込まれていますし、大学もどこも厳しい
状況です。そこで、自治総研出身とまで限定
しなくてもいいかもしれませんが、何らかの
関わりのある研究者を一度集めて、どういう
人たちがこの自治総研の周りにいるのか、い
たのかということをもう１回俯瞰してみて、
何ができるのか、逆に言うと何をしていただ
けるのかを、１度洗い出してみる必要がある
のではないでしょうか。そして、今後の自治
総研の役割についての展望が少しでも開ける
ような方向に持っていければと思います。

北村　多くのアジェンダを出していただきま
した。実は自治総研には４つの基本的なポリ
シーがありまして、若手研究者の養成は、そ
の４番目に入っています。おそらくこれは当
時、若かりし澤井先生と辻山先生がいらした
こともあって、自治総研が彼らをどう育てる
かという、かなり属人的なところから始まっ
たという認識を持っています。過去の座談会
を見ても、「澤井くんと辻山くんの問題をど

うするか」というように、個別に名指しし、
研究者を育てるのが眼目であったようです。

「研究者を育てる」というのが、「澤井と辻山
を育てる」とほぼ同義だった時代です。三野
さんがおっしゃる通り、今現在とではずいぶ
んと時代的な背景にギャップがあると思うの
ですが、他のみなさんはどうでしょうか。自
治総研が若手の研究者を抱え込んで育てるの
か、距離感を持って育てるのか、色んな育て
方がありそうです。

◉――常任研究員だけで	
　　　すべてを回していくのは限界が来ている

嶋田　私は常任研究員として、ドクター上が
りくらいの人を採用していくという発想をま
ず変えた方がいいのかなと実は思っていま
す。特に行政法系の研究者は、今は大学でも
なかなか来てくれません。とりわけ行政法に
ついては、いい人が仮に見つかっても、すぐ
に大学に移ってしまう蓋然性が高いと思うの
で、そこは１つ考えたほうがいいのかなと
思っています。もちろん実務家出身の方でい
い方がいらっしゃればいいんですけど。私自
身が博士課程に進学と同時にお世話になり始
めたということもあり、なかなか即戦力にな
らない部分があるんですけど、初めからそこ
は割り切って早めに手を付けていく。足りな
い部分については、OB・OG も含めて、外
との連携で補っていく。常任研究員で研究所
の仕事を全部回していくという発想をちょっ
と変えていかないと、うまくまわっていかな
いのではないか、という気がしています。

◉――情報プラットフォームとしての役割

沼尾　嶋田先生からもお話がありましたけれ
ども、やはり今の研究所の使命や役割を考え
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ると、確かに若手の研究者を常任研究員とし
て入れるスタイルがいいのかというところは
判断が難しいですね。むしろ、それぞれの学
会で情報のハブとしての役割を担うことので
きるような方に研究員として入っていただ
き、むしろ研究会の中で、若手の育成を図っ
ていくという考え方はあるかもしれません。
自治体では本当に限られた人員で数多くの事
務事業を回していかなければいけない状況で
すので、目の前の仕事に追われてしまうと、
それぞれが担う業務の意義や役割について立
ち止まって考えてみることや、どんなふうに
事業を行っていくことが必要なのかというこ
と、国の考え方をどう受け止めるかといった
ことなどを丁寧に考えることができなくなっ
ているところもあると思います。
　こうしたことを考える機会を意識的に作っ
て行くことが大切だと思います。行政課題の
解決に向けて、情報共有や、意見交換の場と
いうのはとても貴重です。自治総研がそう
いった情報のハブとしての役割を担うことが
必要でしょう。自治総研に行けば、いろいろ
な人との繋がりもできるし、情報共有もでき
るというような場を、自治総研の特徴を生か
しながら創造していくことが大切だと思いま
す。

◉――実務家出身の研究者養成も	
　　　自治総研の重要な役割

金井　三野さんもおっしゃっているように、
サポート体制と言いますか、先立つものがな
いと、結局はできないということはあります。
可能かどうかはともかくとして、若手の育成
に自治総研がプレゼンスを発揮できたらいい
なという風には思っています。それは院生と
か、オーバードクターもそうだし、あるいは

就職した若手の研究者が集う１つのフォーラ
ムになれたらいいのではないかなとは思って
います。ただどうしても自治労系ということ
で若干色がつくという感覚はあるので、それ
を乗り越えながら、政治的・政策的には中立
的であり、よって、国（政権与党）に対して
はカウンターではあるけど、別に自治労や特
定政党の言いなりではないというような、研
究者が養成できるという組織があるというの
は非常にいいことです。東京市政調査会や日
本都市センターなど、まあそれぞれに何らか
の系列がありますけれども、それぞれが、あ
る程度の中立性を保ちながら、一定の役割を
果たすというのはとても大事なことです。
　ただ、それができる財政基盤があるかどう
かという問題はありますが、それが望ましい
とは思います。それから同時に、これは松下
圭一先生が元々考えていたことですけれど
も、自治の研究者というのは、アカデミック
に養成すること自体そもそも難しいのではな
いかということです。むしろ実務家から研究
者を養成するルートになるということも非常
に重要で、自治体学会もある意味そういう側
面を持っていました。逆に言うと、自治体法
務もそうですけど、実務家が研究にあまり関
心を持ちすぎて、今度は実務家がみんな辞め
るためのルートになっているという、別の
問題があると言えばありますが（笑）。それ
はさておいて、三野さんもそうですし、例え
ば田口一博さんとか岩﨑忠さんとか、実務出
身の研究者を養成するプロセスがあるという
のは非常に重要なことです。多分アカデミッ
クだけでこの領域は研究者を養成できないで
しょう。
　ただ、行政学、地方自治研究ではまだ実務
出身者はそれなりのプレゼンスがあります
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が、どうも公法学の世界では、アカデミック
じゃないのは二流だといった発想が一部にあ
るみたいです。あるアカデミック出身の研究
者と話していて、私は非常に強く感じたこと
があるんですけども、それをやはり打破して
いくことは非常に重要だと思います。
　財政学・経済学では、実務出身の人や、ア
カデミック出身でも実務家だか研究者だかわ
からないような大学教授もいるので、そうい
う意味では非常に近いと思います。実務家か
ら自治の研究者を養成するというルートはや
はり必要で、都市センターもそのように機能
していますから、それは自治総研でも非常に
重要なルートだと思っています。
　辻山さんは、アカデミックな研究も本格的
にはやってないし、実務もやっていない、活
動から入った人で、研究者として大成された。
これまた本来、自治研究とは、そうかもしれ
ません。為政者側の職員ではなくて、市民運
動の方から、自治研究者が出なければいけな
い。そういう人が、もっと研究員になれたら
いいなという風に思っています。
　そういう意味では、自治総研の重要な役割
は研究者養成で、具体的な研究アウトプット
だけではなく、人的基盤を形成するのは意味
があるのかなと思っています。北村主査で始
めた地域法政研は、ある意味そういう若手の
研究者のフォーラムを作ろうという努力でし
た。これといったアウトプットもないまま終
わってしまったという気もしないわけではあ
りませんが、自治総研に関わることがプラス
なんだと思われるような社会であってほしい
です。自治総研はネットで論文を見られると
いう仕組みなども含めて、一定のプレゼンス
を持つというのは非常に大事なことだと私は
思っています。大学だけでやはりできないし、

さっき三野さんがおっしゃったように、歴史
だけとか机上のデータだけの研究になってし
まうと、一見実証的にもっともらしく見えて
いるけれども、全くとんちんかんということ
があり得ますので、そういう意味ではやはり
必要なプラットホームだと思います。
　ただ、それを支える財源がないというのが
困ったことですね。クラウドファンディング
でもやるしかない（笑）。

北村　財源は、もちろん潤沢にあるわけでは
ないのですが、借金してないだけましだとは
思います（笑）。それはそれとして、若手を
どうするか。大学院でも、おそらく行政法は
なかなか若手が来ないことは確かですし、研
究者志望にならずに、シンクタンクに行きた
いからマスターに入りますという動機の人も
非常に増えてきたのは事実です。また、ドク
ターに上がった人たちに対して、他流試合の
場として学校以外のところで研究することを
指導教員がよしとしてくれるかどうかという
大問題もあります。もっとも、そういう関係
は、行政法であるなら、私の方で個人的なネッ
トワークを用いて何とかできるかもしれませ
ん。これは行政学、行政法だけではないかも
しれませんが、若手研究者のリクルートの方
法として、何かのプロジェクトを考えるべき
だという思いを強くしています。
　自治体職員出身の研究者に対する一種の差
別的な認識というのは、どこに起因するのか
よくわかりません。１つあるとしたら、オレ
たちが苦労して学んだ外国語をやっていない
という優越意識でしょうか。別に外国語なん
かやらなくても全く問題はないし、私もやり
ましたけれども、今使っているかと言われた
ら、別に使ってもいない。ただ、オレたちは
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やったぞと考える。境界線を引くならば、そ
ういうことではないでしょうか。
　私は、若手研究者の育成を自治総研ででき
るかというのは、１つ大きな将来のあり方か
なという気がしています。問題提起をありが
とうございました。

◉――自治労と自治総研の関係について

嶋田　若手の育成については、いろいろなパ
ターンがありうると思います。研究会を通じ
た育成としては原島良成君が典型で、彼は北
村先生について来る形で研究会に参加して、
徐々に育っていったという印象があって、あ
のようなケースもありだなと思っています。
もう１点、ぜひ言及しておきたいのが、自治
労出身の研究員の存在です。高木健二さんか
ら始まって、島田惠司さん、上林陽治さん、
やはりそういうルートが、自治労書記との個
人的なネットワークとの接続という意味で
も、また現場に根差した研究姿勢が自治総研
に持ち込まれたという意味でも、意義を持っ
ていたと思います。しかし、現在、自治労と
の関係という非常に大きな論点とも結びつい
てくるわけですが、やはり自治労本体から政
策課題や自治の問題に対する関心がちょっと
失われてきているのかなという気がします。
そこを外部から変えていくのは難しいのです
が、自治動向研究会も一時期は自治労の政治
政策局の方々が一緒にやってらっしゃったと
聞いておりますし、そういった形で、自治労
のいろんなセンスのある方を引っ張ってくる
ようなあり方も、もう１度考えてみていいの
かなと思っています。

北村　かつては総研の方が要請したというこ
とではなく、自治労の方から勉強させるため

に人を派遣するという明確な方針があったの
です。もちろん期限付き派遣ですから、また
自治労に戻って活躍されるということを前提
にしていました。逆に言えば、自治労の方で
そういう方針を持たなくなったということな
のかもしれません。人が少ないので派遣は難
しいのかもしれませんが、この点について、
自治労との意見交換をするのはありかなと私
も認識しております。
　自治総研と自治労との関係では、私も所長
になってから懇談の場が２、３回はありまし
た。具体的にこういうことに悩んでいるから
研究していただきたいとか、昔のように共同
研究をしたいとか、そういう踏み込んだ形で
の接触は受けた経験はありません。常任研究
員でいらした三野さんと嶋田さんはどのよう
にお感じになっていらっしゃいますか。

三野　当時は、例えば指定管理者の関係で言
えば、自治労と自治総研、そして自治研セン
ターと、三つ巴の研究プロジェクトというの
もできたんですね。そうすると、やはりそれ
ぞれの視点も違いますし、持ってる情報も違
いますから、単独でやるより全然広がりがあ
りました。問題は、自治労も労働組合と言い
ながら組織ですから、当然人事異動もありま
すし、人の問題もあるでしょう。なかなか人
を回していくのが大変だということであれ
ば、例えばひとつの研究テーマだけに職員を
派遣するのは無理だとしても、研究テーマが
ある間はその職員は異動を少し緩やかにして
もらうとか、研究に半分ぐらいは足を突っ込
めるようなサポートというのはできないもの
かなと思います。そうしないと異動で変わっ
てしまうとまた始めからということになりま
すし、継続性もなくなってしまいます。やは
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りその辺りの配慮、総研の研究員職員と自治
労本部の書記との関係を模索していくという
ことも必要なのかなと思います。
　それから、テーマとして総研の研究員が研
究したいとテーマと、自治研センターの現場
が研究したいテーマが必ずしも合わない場合
があると思います。でも、それは別に最初か
ら整理する必要はありません。なぜ合わない
かということを１つの場で議論していく中
で、その違いが研究テーマになることもある
かもしれません。最初からすり合わせをして
形を作ってしまうと敷居が高くなりますか
ら、そういう敷居を高くしないやり方がいい
のかなと思います。

北村　それは１つのアイデアですね。自治総
研には、客員研究員、特別研究員、委嘱研究
員などいろいろなタイプの非常勤の研究員制
度があります。それのどれかを併任していた
だいてプロジェクトごとに関わっていただく
というような形もある。そういう形での派遣
ニーズがないとそもそも始まりませんが、自
治総研としては基本的にウェルカムですよと
いう形での自治労への働きかけは具体的にで
きそうですね。

嶋田　自治総研と自治労の接点としてもっと
重視した方がいいと思っているのが、自治研
全国集会です。以前はもう少し自治総研も関
わっていたと思うのですが、最近は関わりが
少なくなってきているようです。企画立案な
どの面で関わることで、もう少し接点ができ
るのではないでしょうか。
　あと、過去の自治労との関係でいくと、
ちょっと前になりますが、今村先生たちが
やっていた自治体職員意識アンケート調査と

いう結構大規模な調査がありました。この系
統のものは、やはり自治労の協力を得るとい
ろんな調査ができますから、研究者側にとっ
てもすごくメリットがありますし、逆に自治
労側にとってみても、アンケート項目の作り
方をはじめとして助けになる部分はあると思
うので、そういった共同調査をもう少しやっ
ていくことが大事だと思っています。
　もう１点、これは最近すごく感じるのです
が、以前は各県の自治労本部にとって自治総
研の研究者は自分たちの仲間であって、言い
方は悪いですが、組合からすれば「使える」
という感覚があったんだと思うんです。一方、
今の組合の現場では、研究者を呼んで根本か
らしっかり勉強しようというような雰囲気が
著しく弱まっているように思います。その結
果、組合員の視野も狭くなっている気がしま
す。そうした状況を打破していくためにも、

「もっと気軽に声掛けしていただいて大丈夫
ですよ」というのを自治総研側から PR して
いく必要があるのではないでしょうか。まず
は各県の地方自治研センターとのネットワー
クを強め、その延長線上で各県本部とのつな
がりを回復していくとよいのではないかと思
います。

北村　香川や福岡の自治研センターは、立派
な活動をされていますが、全国的な状況とな
ると、そうではないセンターが多くなってき
ている、あるいはセンターそれ自体がなく
なってしまっているところがあります。そう
した中で、協力体制をどうつくっていけばい
いのかということについて、10 年前に澤井
先生は「研究所の方からセンターに出向いて
一緒に酒を飲む」、「現地での調査交流を楽し
むことがあっても良いのではないか」とおっ
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しゃっています。それぞれの身の丈にあった
継続的な付き合い方を模索していく必要があ
りますね。
　自治総研では、所内で開催する普通のプロ
ジェクトの研究会も、可能なものはオンライ
ンにして、各自治研センターに事前に URL
をお送りして申し込んでいただければ、自由
に参加可能とする試みを 2023 年 10 月ごろか
ら始めています。飛田博史副所長が事務方を
務める研究会では既に何回かの参加が現に
あって、議論にも参加してくださっています。
少しずつですが、そうした試みが広まってい
けばいいですね。今度のしまね自治研集会で
も、各県の自治研センターとの交流を深めて
いきたいと思っています。

◉――自治労はセカンドオピニオンを維持する	
　　　自治総研を支えるべき

金井　自治労も多分 1990 年代までは分権と
いう、国になんか物を申そうという、一種の
政治的なスタンスがありましたが、2000 年
以降、自治労自体が政策的には何を考えてい
るのかよくわからないので、自治総研に対す
るニーズもちょっと下がっているのではない
かなと思います。ただ、指定管理者制度とか、
非常勤関係はちょっと自治労本部のスタンス
と違うところはあったかもしれないし、合併
も結局は現役職員を守るということになって
しまったので、やや自治労自体が政策的に守
勢に入ったということが自治総研のニーズを
下げたのかもしれません。
　ニーズが下がれば出資のやる気もなくな
る、研究に派遣することもなくなるという意
味で言えば、スポンサー自体のスタンスがや
や弱くなっているんだろうなという気はしま
す。それは我々が言っても仕方がないのです

が。
　ただ、やはり広い意味では、セカンドオピ
ニオンを維持するということの重要性は、大
きいのではないでしょうか。結局、総務省が
制度を握っているとするならば、総務省に陳
情して改正しなかったら動かないわけです
が、制度の解釈・運用などのプロセスにおい
て必要なのは、やはり異論です。だから長野・
松本逐条に対する異論を作ってきたというの
は、やはり自治総研の大きな成果です。逐条
解説などをいくらやっても意味がないじゃな
いか、内務省・自治省の作ってきた考え方に
呪縛されるだけで、もっと制度改革論を出す
べきじゃないかという考え方もあります。し
かし、制度改革案はインフレ化していきます。
やはり、地に足を付けて、現場で制度を自主
解釈するというのは非常に重要です。国が示
す公定解釈以外の解釈がありうることを示す
という、非常に重要な役割を果たしていまし
た。セカンドオピニオンを維持するというこ
との社会的な意義がそこにある。
　ただ、自治総研のセカンドオピニオンが、
自治労の意見と一致する保証が全然ないので
す。自治労は自分の意見とは違うけれども、
総務省と違う意見を言うということに投資す
るということをせざるを得ない。非常に長い
目で見て、自分たちにプラスになる時もある
かもしれない、ということに投資していると
いうことです。そうしないと結局、最終的に
は総務省など国や政府与党に陳情するしかな
いわけです。三議長会が典型ですが、ほとん
ど圧力団体になっています。もちろん自治労
は、職員労働組合だから、当局側に圧力をか
けるというのはもちろん必要です。けれども、
それとは違う公益的な第３の意見を作れるの
が自治総研でしょう。だから自治労の色がつ
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いた研究所であってはいけない。しかし、そ
れをなぜ自治労がサポートしなければいけな
いのか。やはりそれは長期的には必要で、そ
れがなければ結局、総務省に陳情として、お
ねだりというか、ください、ちょうだいと言
うしかないわけです。
　自治体法務合同研究会は、スポンサーなき
セカンドオピニオン活動をずっとやってるわ
けです。それも地方自治法に限らず、個別法
全部にわたって、です。それは現場のニーズ
からということで、本当はそういうのをサ
ポートできたらいいなという気はします。自
治研集会も、本当はそういう役割を持ってい
るわけです。日教組は、教研集会をすごく大
事にしています（右翼団体や産経新聞もです
が）。こうしてみると、自治労は自治研集会
からあがってくる個別のニーズを、助言者と
して自治総研関係者なども参画する中で、セ
カンドオピニオンにしていくことが大事だと
いう気はしますよね。

北村　セカンドオピニオンは、確かに社会に
おける貴重な位置付けですね。でもそれやろ
うと思ったら、ファーストオピニオンを作っ
ている人が使っている情報にいかに早くアク
セスして、それを的確に分析して出していく
必要があります。セカンドオピニオンの内容
がよくても、やはり即時性がないといけない。
このあたりの情報の入手はかなり近くにいな
いとできない。しかし、嫌なこと言うヤツに
情報を出すわけがありません。その辺りは、
地制調との関係もあるでしょう。

◉――公共民間部門にコミットしていく必要性

三野　実は私も市町村合併の時の地制調であ
る総務官僚が色々と活躍された頃ですけれ

ど、彼が地方で講演した講演録が開催自治体
のネットに載っていたんですね。それを引用
したところ、後からクレームがついたという
ことがありました。総務省の方も結構気にし
ているんだなという気がしました。
　そういう意味では、その自治労が総務省と
近いというのは強みでもあるんだけど、逆に
縛られる可能性があるので、その距離感をど
こまで取るかというのは結構難しいなと思い
ました。セカンドオピニオンのお話をうか
がって、思いついたことですが、いま行政の民
営化がどんどん進んでいます。また、行政の
守備範囲が広がって、民間の人たちが行政を
担うようなことになってきたら、結局その人
たちは、我々のようなシンクタンクを必ずし
も持ってないところもあるわけです。そうす
ると、そこに我々がコミットしていくことに
よって広がりを持っていくこともできます。
　ですから、自治総研も自治体とか自治労だ
けを相手にするのではなくて、組合的に言え
ば公共民間の部分にも我々はコミットしてい
くことによって広がりを持つというのも今後
のあり方ではないでしょうか。

嶋田　今の三野さんのお話は非常に賛同する
ところです。福岡では、福岡県地方自治研究
所が労働組合と市民社会を繋いでいく場とし
て機能しようとしています。各自治研セン
ターが現場で頑張り、それを自治総研がサ
ポートする形で、下支えしていただけるよう
な関係性ができてくるとよいと思います。そ
れによって自治総研のプレゼンスが高まる部
分もあるのかなという気がしています。

◉――自治総研のシンクタンク機能について

北村　三野さんと嶋田さんが自治総研にいら
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した頃、いわゆる外部から具体的にどんな要
請があったか覚えてらっしゃいますか。

三野　私は、もっぱら民営化関連で、多い時
は年間に 30 ～ 40 件、講演を頼まれたりした
と申し上げましたが、ほとんどが自治労の組
合などですけど、中には民間企業とかもあり
ました。だから、その時に彼らはそういうシ
ンクタンクを持ってないんだなと思いまし
た。

北村　なるほど。それ以外に、例えば自治労
のサポートを受けて当選された国会議員と
か、あるいは地方議会の議員の方が、質問を
書いてくれとか、あるいは、附帯決議にどう
いう風なことを盛り込めばいいのだろうかと
いった具体的な相談などはありませんでした
か。

三野　多くはありませんでしたが、質問する
んだけど、ちょっと原稿見てくれないかと
いった個別の相談はありました。ただ、そこ
までコミットするのがいいのかどうかという
気は若干していましたが、頼まれたらやらざ
るを得ません。たくさん依頼が来たら、もう
ちょっと勘弁してくれということになるんで
しょうけど、少しなら、まあ、いいかという
感じでした。
　それと、その時に学んだのが、いわゆる市
民派と言われる議員グループとの付き合いの
難しさです。一般的に言うと自治労の組織は
意外とそのあたりとあんまり仲が良くありま
せん。かといって、シンパシーとしては市民
派議員たちのことはわかるので、そうしたグ
ループと自治労の出資している自治総研がど
う付き合っていけばいいのか、テリトリーを

広げていくことの難しさは感じました。

嶋田　私は、まだその当時、そこまで個別に
答えられるような力がありませんでした。関
連して申し上げると、昔から澤井先生と辻山
先生がいろんな自治体からの問い合わせに対
して全部カードを作って、それを整理して揃
えていたという話を以前から聞いていて、そ
れは自治総研の財産なのではないかなという
気がしています。
　つまり、総研が始まった当初は、もっと組
合との関係性も近くて、現場からの相談を
しょっちゅう受けておられた。それが、辻山
先生たちが現場をよく知るきっかけにもなっ
ていた。その経験があるから、制度研究をし
ていても現場感覚を失わなかったように思う
のです。しかし、私が入った時は、個別にこ
れをどう考えたらいいんだとかという相談
は、そんなに多くなかったかなという気がし
ています。逆に言うと、そういう現場性をあ
らためて作り直していかないといけない時期
なのかもしれません。

◉――自治総研のこれまでのネットワークを	
　　　どう活かすか

北村　自治総研出身の研究者、あるいは研究
プロジェクトの主査として、あるいはメン
バーとして入ってくださった方々などは私ど
もの財産となるネットワークなのですが、必
ずしも組織化されているわけではありませ
ん。かつて１回、全員集合みたいな形で集め
たことがありました。その時は確か 70 ～ 80
人が集まったようです。おそらく財政的にも
大変だったと思いますが、この辺りの必要性
は嶋田さんはどのようにお考えでしょうか。
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嶋田　これは今の各県センターの現状との関
係で、やはり極めて重要な点だと思っていま
す。今、九州では、事務局長の高齢化、人員
不足等の理由で活動が厳しくなってきている
自治研センターが少なくありません。おそら
く全国的にも、同様の状況にあると思いま
す。そういう中で、福岡県地方自治研究所で
は、九州全体をカバーできるようなバック
アップ機能も持っていこうということを数年
前から意識的にやっています。定例研究会な
どもオープンにしてはいますが、なかなか他
県からは来てもらえないという問題がありま
す。やはりざっくばらんに相談していただけ
るような関係性をまず構築することが必要だ
と思っています。そこで、交流プロジェクト
というのを立ち上げ、各県センターの方々に
入ってもらい、ご関心のあるテーマを扱って
いくという取り組みをはじめました。
　加えてそういう場を通じて、研究者と各県
センターの方を繋げていきたいと思っていま
す。一旦研究機能を失ってしまうと、大学の
先生方との接点自体がなくなってしまって、
相談しようにも相談できなくなってしまうた

めです。実際、そういう自治研センターが今、
少なくないのです。
　なお、今、福岡県の研究プロジェクトには、
坂本誠さんに入ってもらっています。今はオ
ンラインで遠方からでも参加してもらえるの
で、東北の研究者に入ってもらうこともして
います。オンラインを活用することで、いろ
いろな方に関わってもらいやすい状況になっ
ています。
　自治総研でもぜひ、研究者を各地の自治研
センターに繋ぐということもしていただけれ
ばと思っています。繋いでいく時の有力な候
補は、総研の研究員はもとより、元総研の研
究員であったり、研究会に関わってくださっ
た先生方だと思います。自治総研には、ご協
力いただける先生方をリストアップしていた
だき、繋いでいただけると、とてもありがた
いと思います。

北村　どういう方が、いつ、どういう形でプ
ロジェクトに参加されて、協力していただけ
るか否かも含めた名簿があります。これも財
産ですね。

北村　それでは次に、自治総研としての情報
発信、情報提供という形で、ご発言をお願い
しましょう。分権改革から四半世紀が経って、
次の四半世紀に向かおうとしています。現在、
個々の研究員が個々の研究プロジェクトを自
分たちで動かしています。そこで、皆さんか
ら、組織としての自治総研が何をすべきなの
か、自治総研全体で取り組むような研究とし
ては、どういうものが意義あるものになるの
かについて、お考えをお聞かせください。

◉――再び高まる集権的実態の調査を

金井　あえて言えば、分権改革はすでに失わ
れています。むしろ、いかに集権的な実態が
あるのかをもう１回洗い直す作業、つまり
1970 年代、80 年代的な作業がまた必要なの
ではないかと思います。しかし、国に言われ
て不快感を覚えた、憤慨した、という自治体
側からの声がないと、これはなかなか難しい
のです。残念ながら、多くの自治体では、今

自治総研全体で取り組むべき研究とは6
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も 1970 年代と同じく、国に認められようと
いう、おこぼれ頂戴的なスタンスが、非常に
強くなってしまっています。あるいは、認め
られようと国を忖度します。多くの現場では
分権を忘れています。国からの圧力に違和感
を感じるセンサーが働かないと、集権的な実
態すら意識にのぼりません。他方で、日本は
分権化した、分権は行き過ぎた、などという
集権型国家像に由来する分権幻想批判（責任
転嫁）もあります。そのような呪縛を破って、
もう１回、2000 年代になってから、いかに
集権的な圧力が強まったのかというのを、意
識ある自治体現場とともに再確認する必要が
あるでしょう。例えば、今井照先生などは計
画策定の集権的義務づけの話などをやってい
ます。その論点は、国の有識者会議に取り上
げられたりして、一応アジェンダ設定の契機
にもなっています。そういう意味では、今回
の補充的指示権もそうですけども、いかに集
権的なもので迷惑が起きているのかというの
を、もう１回ちゃんとリセットして考えるこ
とが必要だという気がします。
　直近の大きな話題となったのは、新型コロ
ナ対策禍やデジタル化問題です。ちょっと前
の東日本大震災復興や、依然として続く一極
集中問題も非常に大きなテーマだとは思いま
す。そういうテーマに引きずられながらも、
先ほども申し上げたように制度に関しても、
セカンドオピニオンというのもできたらいい
なと思います。
　あと、辻山＝澤井体制時代のように、セカ
ンドオピニオンとして、照会回答業務が自治
総研にも来るということだったら、それはや
はりプレゼンスがあるということです。逆に
言うと、自治総研に聞いて、国と違う意見を
言われてもしょうがないと、自治体に思われ

たらそれきりなんですね。例えば今回の大村
市の住民票続柄記載方法事件なども、長崎県
を通じて総務省に照会が行って、回答が帰っ
てきたら大村市側は、「総務省は何を言って
るのかわからない」と言って抵抗しています
が、別の解釈はあり得ないかと、自治総研に
その照会が来るわけではないようです。違う
解釈もありうるということを、自治総研が提
示できたら面白いとは思いますけどね。そう
いう意味では、質問してもらえて、理由を答
えられるという体制を作る。そのためにもコ
アになる人材が必要です。財政関係の飛田さ
んや、人口集中問題・地方圏振興問題の坂本
さんのような顧問的な役割を担える人が、自
治総研には必須です。やはりそういう体制は
あった方がいいと思います。
　もう１つ、プロジェクトは、最後に人的ネッ
トワークを広げられれば、テーマはある意味
どうでもいいというところがあります。都市
センターでも毎年どんなプロジェクトやろう
かとみんな頭を抱えています。テーマとして
は、やはり集権的な問題と、国がサボってい
ることについてどう問いただすのか、という
ような話についてできたら面白いでしょう
ね。

◉――分権改革後の現場職員の意識調査を

三野　難しいテーマですが、私も実はコロナ
前から公共施設の統廃合が進められていると
いうことで研究会を立ち上げました。間に
コロナもあって、大変な苦労をしたのです
が、結局やってみて思ったのは、例えば公共
施設の統廃合というと、総論賛成、各論反対
なんです。そうすると、もうそれ以上進めな
いんです。つまり、あまり具体的なテーマを
抱えてしまうと、そういう隘路に陥ってしま
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うなということを思いました。研究者である
し、研究機関である限り、ある程度抽象的な
テーマにとどめておいて、あまりオブリゲー
ションを目的としない方がいいのかなと思い
ます。何か出版するためにやるというのも本
末転倒ですし、それを最終目標にしていくこ
と自体はいいとは思いますが、あまりそこに
目的がおかれすぎると、参加する研究者は
ちょっと萎縮してしまうかなと思います。
　じゃあどんなテーマがいいのかというと、
これはなかなか難しいですけれども、私が今
現場で思っているのは、もう市町村が大変だ
ということですかね。特に個別の市・町・村。
全体としての抽象的な市町村じゃなくて。例
えば自治事務も義務付けになってしまって、
コロナ禍でもう事実上通達主義は復活してい
ます。そういう中で職員は疲弊しているとい
うことになると、本当に分権改革後、現場の
職員の人たちは、分権改革の趣旨をちゃんと
知ったうえで職務に当たっているのかという
ような意識調査を含めたものをやってみる価
値はあるのかなと思います。
　今は国もそうですが、自治体でも人材不足
です。就職してもすぐ辞めてしまう人もいま
す。私も学生を教えていましたのでよくわか
りますが、早期に辞める人も普通にいます。
だから、今の公務員採用は、辞めることを前
提で採用しなければいけないという難しさが
あります。そういう中で、市町村の仕事とは
何なのかということをある程度ピックアップ
しながら１つ１つ吟味していくような研究を
やって、現場の意見を吸い上げていかなけれ
ばいけないと思います。そういう分権改革後
の市町村の職員の意識がどうなっているのか
ということを、ちょっと個別テーマをいくつ
かピックアップして調べていくということは

結構面白いのではないでしょうか。労力は必
要ですし、当然各自治研センターや組合の協
力はいると思いますが、逆に言うと、そうい
うテーマの方が、今後の自治研センターとの
関係を考えた時にも発展的なテーマになるよ
うに思います。

北村　自治総研と各地方の自治研センターの
関係は、上下ではなく役割分担だと位置づけ
られています。１つのプロジェクトを分離し
て担当するというのも、たしかにありうるや
り方ですね。

◉――多分野の研究者による研究や、	
　　　地域発全国展開の可能性も考えたい

嶋田　先ほど分権があまり効果を出さなかっ
た大きな要因として、市町村合併による影響
も含めて、その組織体制の検討があまりにも
おざなりだったのではないか、そこを再度検
証する必要があるというお話がありました
が、私もまさにそう思っています。小規模自
治体は特に厳しい状態ですし、そうした実態
を明らかにしていくには組織体制、業務体制
をしっかり見ていく調査をぜひしていただき
たいのが１つ。
　２つ目が「合意形成研究会」が非常に意義
があったと思っているのは、今から振り返る
と、本当にメンバーの方々が今やみんな各学
会の会長経験者ばかりなんですね。当時もも
う輝いていましたけど、そういう各分野で輝
いている人たちを、出会わせて一緒に研究し
たら何が生み出されるんだろうというワクワ
ク感の中で研究会を立ち上げた経緯がありま
す。辻山先生と飲んだ時に「むかし自治総研
はサロンってのをやってたんだよ」という話
を聞いたことがあって、合意形成研究会を
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やったわけですが、私は自治総研にはそうい
う出会いの場を演出するという役割もあると
思っています。超一流の研究者たちを集めて、
とにかく喋ってもらう。仲良くなってもらう。
そういうところから何かが生み出されること
を期待してやってみる。ぜひそういった発想
での研究会をやっていただきたいなと思いま
す。なお、いろんな分野の研究者が混じり合っ
ていく１つの大きなテーマとしては「人口減
少」なんかが良いように思っています。
　３つ目が、自治動向研をもう少し発展させ
られないかということです。本当にあの場は
各研究員の腕の見せどころであり、各個性が
ぶつかり合いながら成長し合える場だった。
なので、何度も申し上げますが、これをぜひ
もう一度活性化していただきたい。そのうえ
で、１つのテーマでやっていくというのも大
事ですが、動向研のような場で上がってきた
ものを随時、総研セミナーあるいはオンライ
ン勉強会の開催などを通じて取り上げていく
ということも重要でしょう。また、動向研は
内部の研究会という感じでしたが、もう少し
対外化していくというあり方もあっていいの
ではないでしょうか。
　４点目は、地方発の研究を全国版でやって
いくというあり方もあり得るのではないかと
いう気がしています。実は最近、福岡県自治
研究所で、ブルシットジョブの研究会を立ち
上げました。なかなかブルシットジョブの測
定は難しいのですが、レッドテープの研究な
どを参考にしながらアンケート項目を作って
みようかとか、あるいはちょっと実験的な手
法を用いてみようかなどと話し合っているの
ですが、まずは試しにとりあえずやってみよ
うと思っています。そこで一定の成果が上
がってきたようなものについて、例えば自治

総研でバージョンアップして、全国調査につ
なげていくといったプロジェクトの進め方も
ありなのではないでしょうか。
　逆に言うと、これからもっと自治研セン
ターとの繋がりができてくると、いきなり全
国では大変だけど、まず福岡県でやってみよ
う、福井県でやってみようということも可能
になってくると思うので、そういう各県セン
ターの研究会と連動する形の研究会をぜひ考
えていただければと思っています。

◉――グローバルに	
　　　地方自治を考える機会をもつ

沼尾　少し異なる角度から考えてみたいと思
います。自治総研は、1976 年には国際地方
自治体連合（IULA）に正式加盟するなど、
海外との交流についても目配りされてきたの
だと思います。また、辻山先生や研究員の
方々の個人的なつながりをベースに、韓国や
中国など各国の研究者と交流を図っておられ
ます。ただ、研究活動として、諸外国の地方
自治制度や地方自治の国際比較というところ
については、できるところで対応するという
形だったのだと思います。
　諸外国の地方自治制度については、自治体
国際化協会（CLAIR）が制度紹介などを行っ
ているところですが、制度の紹介に留まらず、
自治体の現場でどのような課題が生じている
のかということを含めて、諸外国の自治体や
研究者の方々と意見交換や交流を行っていく
ことがあっても良いと思います。日本国内で
も、人口減少の中で外国人住民も増えてきて
いますし、海外からの企業誘致に取り組む自
治体の事例も出てきました。また、農産物の
輸出拡大の議論もある中で、自治体として、
海外の動向を把握したり、海外との経済的な
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北村　終盤に近付いてきました。今の常任研
究員に対する期待には、どのようなものがあ
るでしょうか。

◉――チームとしてのつながりが見える研究を

嶋田　もっとワクワク感みたいなものが醸し
出されるようにしてほしいと思っています。
最初にお話したように私がいた頃のように、
研究員同士で一月の間に絶対みんながおもし
ろいと言ってくれるようなテーマを探そうと
一生懸命勉強して高め合っていた楽しい感じ
が、正直、最近の自治総研には見られない気
がします。
　外から見ているからわからないだけかもし
れませんが、それぞれの研究員がそれぞれの
研究はしているし、各プロジェクトも回して
はいるけれども、相互の繋がりというか、切
磋琢磨的な感じがやや見えないということで
す。それが、チームとして何かやっていこう
という感じが見えないということとも繋がっ
ているので、そこはぜひ改善していただきた
いなと思っています。
　あと、やはり自治総研という場がいろんな
研究者の出会いの場だと考えていくならば、

研究者を発掘すると言うのでしょうか、若手
でこの分野にこんな研究者がいて、こんな面
白い研究してますよ、この人と一緒に〇○を
テーマに研究会を立ち上げてみませんかみた
いな提言ができるくらいしっかり各分野の勉
強をしていただくということが大事だと思い
ます。一部のプロジェクトでは新しい方が入
られていますが、一方で昔ながらのメンバー
が固定化している部分もややあるので。多分
新しい方を発掘していただく機能が高まって
いくと、そこが変わってくるように思います。

◉――まだまだ未知の部分がある	
　　　若手の採用を

三野　私も辞めた人間なのであまり言う立場
にはないのですが、今度の地方自治学会では、
ほぼ自治総研関係者が報告者やコメンテー
ターなどで登壇します。ということは、結局
自治総研の研究員とか元研究員でまだ活躍さ
れてる方はある意味で出来上がっているわけ
です。多分、嶋田さんが先ほどおっしゃった、
楽しかったというのは、大変失礼な言い方だ
けど、出来上がってない人間ばかりが集まっ
ていたので、議論が非常にホットだし、幼稚

自治総研の常任研究員に期待すること7

連携や交流を図っていく動きも活発になって
いるところもあります。さらにつけ加えるな
らば、インバウンドは増加、全国各地に海外
から人が来られるようになりました。観光を
めぐる都市間競争とともに、情報収集の必要
性も生じています。こうした中で、海外の自
治制度や地域振興について、関係機関等と連
携や交流をしながら、積極的に研究すること
も考えてよいかもしれません。

　個々の研究員レベルでのつながりを通じ
て、自治制度の比較研究などを行うことも大
切ですし、他方で、デジタル化の中での参加
型民主主義（Decidim）の動向や、宿泊税の
導入状況など、日本の制度を考えるうえで
知っておきたい海外の動向についてアプロー
チするような研究も出てくると思います。こ
うした情報を共有できるような仕組みを考え
てもよいと思いました。
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だったのかもしれないけれども、その幼稚さ
が結局研究をやっていくモチベーションに
なっていたんだと思います。ですから、今の
若手の自治総研の常任研究員の方を見ていて
も、非常に優秀で、ある意味出来上がってる
から、いつでも大学に行けますよという人た
ちになってしまっているように思います。
　それはもちろん個人的には素晴らしいこと
なのですが、総体として研究所のモチベー
ションになるかというと、それはならないの
ではないかなという気がするので、もう少し、
お互いの未知の部分を発掘し合っていくよう
な、嶋田さんが言ったような研究体制という
ものをもう一度考えてほしいし、今後、自治
総研が新しい人を採るのであれば、完成した
人ではなく、まだまだ未知の部分がある人を
採っていくというのも、自治総研を活性化さ
せるのではないでしょうか。

◉――一つの分野を代表するような	
　　　個の力が求められる

金井　常任研究員に求められるのは、やはり
実力でしょうか。学界や実務界で一目置かれ
る人になっていないと、やはり研究所という
のは持たないというところがあるので、それ
は非常に重要だと思います。地方財政の分野
についてだったら飛田さん、というような話
が大事なんです。それは辻山＝澤井体制もそ
うだったと思いますし、高木さんとか、三野
さん、今井さんもそうだと思います。やはり
個の力です。実務に対しても現場に対しても
学術に対しても、１人の名前でいけるだけの
存在感というのは必要で、やはりこれは個の
力を高めるしかない。
　ただ、２つ目には、そういう人が同時に若
手のタニマチというかな、若手を発掘して育

てられるということも必要です。個の力が出
来上がりすぎると、今度は若手を育てるのは
逆に難しくなってしまいます。
　３つ目は、飲み会である必要はありません
が、そういうネットワークを作れるという非
常に矛盾する役割を持たなければいけない。
１人の超有名人としてプレゼンスがありつつ
社交的で、いろんな人に新しくネットワーク
を広げられる。そんな人間がいるのかと言わ
れると困るのですが、多分それが求められる
んだろうなということです。そんな面倒なこ
とをするくらいだったら、大学に転出した方
が楽だという気になるのもわからないでもな
いんです。けれども、多分それぐらい重い組
織だと思うのです。そういう意味では、その
個の力に非常に依存するということですね。
　ただ嶋田さんが言っているように、個の力
を高めるためには、多分１人でやってると行
き詰まっちゃうと思うので、内部の和気藹々
さがないといけない。そのあたりがなかなか
難しいところです。やはりそれを支えるのは
財力だったのかもしれません。だんだん世知
辛くなって、なかなか難しいかもしれないの
で、そういう意味で、ちょっと大変ですよね。
でもやはり最後は個の力だと思います。

◉――研究員にとって	
　　　魅力的な研究環境の構築も課題

沼尾　常任研究員の方には、それぞれの専門
分野において、自治総研という組織の強みを
活かしながら、研究会の企画をしたり、学会
の中での１つのハブの役割を担うような存在
であってほしいと思っています。地方自治の
研究機関というプラットフォームの中でコー
ディネーターとしての役割を担っていただけ
ることを期待しています。
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北村　それでは最後の話題となります。自治
総研としての情報発信をどうしたらいいのか
ということです。過去の資料を読んでいると、
とにかく自治総研は資料センターになりたい
と言っているのですね。当時はデジタル時代
ではなかったので、政府の資料を集めたり、
ヨーロッパに行く先生がいれば、どんと本を
送ってきてもらうといったことがあったよう
です。
　今はちょっと資料があり過ぎて、どうしよ
うかという時代です。金井先生がおっしゃっ
たように、『自治総研』は毎号 PDF でも発行
しながら、過去にさかのぼって PDF にする
範囲を広げています。そうすれば検索のヒッ
ト率も高くなって、『自治総研』に掲載され
ることの意味を投稿者が感じてくれれば、よ
り良い論文が集まるということになります。
かつては隔月刊でいいのではないかという議
論もあったのですが、歯を食いしばってとい
うのは少し大袈裟ですが、毎月出しているの
は素晴らしいことです。
　今のデジタル時代において、それ以外の情
報発信というのはどういうものがあり得るの
か、アイデアがあればお聞かせください。

金井　自治総研といえば『全国首長名簿』が
ありますよね。党派を入れたデータは、政府
系外郭団体や総務省では作れません。だから

結構、選挙研究者からはアプローチがありま
した。やはりデータセンターになることが、
みんなからの問い合わせを呼び寄せ、それが
また情報収集に繋がるという作戦だったと思
うんです。その意味では、論文や資料のデジ
タル化は大事です。ただ、資料を本当にデジ
タル化するというのは、かなり大きな力が必
要ですし、これは国会図書館もやっているの
で、なかなかライバルは多いでしょうが。

北村　首長名簿は昔、共同通信社から、うち
から出したいというオファーがあったけど
断ったという経緯がありました。だからこそ
今、財産として残っているのですが、確かに
貴重な情報源です。

金井　ただ、今の首長はほとんど無所属で、
党派性がよくわからないので、あまり意味が
ない情報になっちゃったので、なかなか難し
いんですけども。

北村　その他の情報発信ということでは、
ウェブサイトを新しくしました。そこにどう
いうものをアップロードして無償で提供して
いくかです。自治総研でも、エディター兼ラ
イブラリアン的な方を雇用して情報の整理を
していきたいと思っています。

自治総研からの情報発信のあり方について8

　そういう意味で、こうした力量のある研究
員の方が居続けることのできる研究環境を整
えるということもとても大切だと思っていま
す。残念ながら、いまの自治総研は科学研究
費の応募資格を有する指定機関ではありませ

ん。研究所の財政を考えても、また魅力ある
研究環境の構築という点でも、指定機関への
申請を含め、様々な工夫が求められると思っ
ています。
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金井　地方自治研究機構では、条例などを結
構ネットで調べていますよね。

北村　そうですね。あれも、井上源三さんと
いう元総務省審議官が個人的な趣味でやって
おられます。自治総研にそうした方がいらっ
しゃれば、違った形での情報発信ができそう
ですね。

嶋田　どういう情報発信をするのかというの
は、ちょっと思いつきませんが、『自治総研』
のタイトルを変更するとか、内容面での新規
性を出すことなどを通じて、雑誌のイメージ
を変えることによって、50 周年という節目
の象徴にしていくというのもあるかなという
気がしています。
　自治の実践があっての制度論だったはず
が、今、自治の実践の蓄積がなかなか見えに
くくなってきています。自治の現場性を重視
するような論文や非制度的なまちづくりに関
する論文を載せてみるとか、自治のいろいろ
な可能性を感じさせるような、ある種勇気を
与えてくれるような事例を紹介するといった
ように、これまでの『自治総研』とは違うイ
メージを打ち出していくのもいいのではない
でしょうか。

北村　タイトルについては、いろいろな議論
をした結果、しばらくはこのままにします。
変化としてはマイナーなのですが、『自治総
研』は、2025 年１月号から、B5 判１段組から、

A4 判２段組になります。

沼尾　先ほども申しましたが、自治総研には、
地方自治や自治体行財政に関する情報や研究
のプラットフォームとしての役割を期待して
います。プラットフォームは、さまざまな人
やモノ、情報が出入りするところですが、総
研として情報の収集、そしてそこからの発信
をしていく環境をどのように整えていくのか
ということが問われていると思います。い
ま、総研のウェブサイトの中で交流プラット
フォームを立ち上げる準備が進められていま
す。研究会への参加や交流の機会を少し幅広
に設けていくことも大切と思います。先ほど
北村所長のお話にもありましたが、地方財政
研究会は、全国の自治研センターの方々がオ
ンラインでオブザーバー参加できるようにな
りました。各地の自治研センターの方が参加
されて、質問やコメントをして下さり、研究
者だけでやるのとは違った角度からのご発言
があって現場の空気感を感じます。こうした
情報共有の機会を作っていくことも大切に
なっていくと思います。

北村　たくさんの興味深いお話をうかがうこ
とができました。それでは、本日はこれで終
了させていただきます。ご参加くださりあり
がとうございました。

　　日時：2024 年８月 10 日（土）
　　於：地方自治総合研究所会議室


